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第１節 計画改定の趣旨 

令和３年度に現行計画である「越谷市一般廃棄物処理基本計画（ごみ処理基

本計画）」（以下「前計画」という。）が策定されました。前計画では、「持続可能

な開発目標（SDGs）」の考え方を取り入れ、プラスチックごみ削減や食品ロス対

策などを中心に推進してきました。 

その後、新型コロナウイルス感染症の流行を契機に、生活様式や働き方が多

様化し、テイクアウトやデリバリーの増加、家庭ごみの増大など、ごみの発生傾

向にも大きな変化が見られました。 

さらに、令和４年４月には「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する

法律」が施行され、プラスチック資源の回収・再資源化や排出抑制などに対し

て、事業者や自治体に対する新たな責務が示されました。 

また、国の循環型社会に向けた施策はさらに進展し、令和６年８月２日には

「第五次循環型社会形成推進基本計画」が閣議決定されました。同計画では、地

域の特性を活かした多様で自立的な資源循環システムの構築や、ライフサイク

ル全体を通じた企業間連携による資源の徹底的な循環、さらには循環経済への

移行を国家戦略として位置づけることで、持続可能な地域社会と質の高い暮ら

しの両立を目指す将来像が示されています。特に第四次計画と比較して、資源

制約や気候変動などの地球環境問題への対応が急務となる中、資源の効率的か

つ有効な利用が一層強く求められています。 

こうした社会情勢や制度の変化を踏まえ、前計画の中間目標年度である令和

７年（2025 年度）にあわせて計画の見直しを行い、「越谷市一般廃棄物処理基本

計画（ごみ処理基本計画）～改定版～」（以下「本計画」という。）を策定しまし

た。 

表１-１ 前計画の目標と達成状況 

項目 単位 

H31･R1 

（2019） 

実績値 

R6 

(2024) 

実績値 

R7 

（2025） 

中間目標値 

中間目標 

達成状況 

R12 

（2030） 

計画目標値 

１ １人１日当たりのごみ排出量 ｇ/人･日 ７９５ ７２７ ７４０ 達成 ６９０ 

２ １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 ｇ/人･日 ５２８ ４７６ ４９０ 達成 ４４０ 

３ 事業系ごみ排出量 ｔ/年 ２６,１４３ ２３,４８０ ２４,０００ 達成 ２１,０００ 

４ 最終処分量 ｔ/年 ７,６６８ ６,６６７ ７,１００ 達成 ６,５００ 

５ リサイクル率 ％ １７．７ １７．５ ２０．０ 未達成 ２５．０ 

６ 家庭から排出される食品ロス量 ｔ/年 ８,０４７ ７，２６７ ７,４００ 達成 ６,０００ 

  

第１章 
 

計画の基本的事項 

【新たな課題】 

・新型コロナウイルス感染症による生活様式や働き方の変化への対応 

・プラスチック資源の回収、再資源化、排出抑制の必要性 

・更なる資源の効率的かつ有効な利用の必要性 

目標値や施策の 

見直しが必要 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和４５年法律第 137 号。

以下「廃棄物処理法」という。）第 6条第 1項に基づく一般廃棄物処理基本計画と

して位置づけられ、上位計画である「越谷市総合振興計画」、「越谷市環境管理計

画」で掲げているごみ処理行政分野における計画事項を具体化するための施策方

針を示す、ごみ処理に関する最上位計画です。 

本計画は、一般廃棄物の減量や適正処理、再資源化を推進する「ごみ処理基本

計画」と、生活排水対策を推進する「生活排水処理基本計画」を内包しています。 

また、食品ロスの削減の推進に関する法律に基づく「食品ロス削減推進計画」

については、廃棄物分野における食品ロス削減推進の取組みとして本計画に内包

することとします。 

本計画の位置づけは、図１-１に示すとおりです。 

   

図１-１ 越谷市一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 

埼玉県廃棄物処理基本計画

循環型社会形成促進

のための法体系

埼玉県

越谷市

越谷市環境管理計画

越谷市一般廃棄物処理基本計画

（ごみ処理基本計画）

（生活排水処理基本計画）
※食品ロス削減推進計画を含む

東埼玉資源環境組合及び

関係市町村の計画等

【環境基本法】

環境基本計画

廃棄物の適正処理

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】

リサイクルの推進

【資源有効利用促進法】

【循環型社会形成推進基本法】

循環型社会形成推進基本計画

個別物品の特性に応じた規制等

【グリーン購入法】

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法

越谷市総合振興計画

小型家電リサイクル法 プラスチック資源循環促進法

食品リサイクル法

食品ロス削減推進法
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第３節 計画期間 

計画の期間は令和３年度（2021 年度）から令和１２年度（2030 年度）までの 10

年間とし、令和７年度（2025 年度）を中間目標年度、令和１２年度（2030 年度）

を計画目標年度とします。（図１-２参照。） 

  中間目標年度：令和７年度（2025 年度） 

  計画目標年度：令和１２年度（2030 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 計画期間と目標年度 
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第１節 人口の推移・事業所の推移 

（１）市の概要 

本市は埼玉県南東部に位置し、東京都心から 25ｋｍの地点にあります。 

面積は 60.24ｋ㎡であり、大宮台地と下総台地に挟まれた中川流域の沖積平野

に位置し、大落古利根川、元荒川、綾瀬川、中川、新方川の 5つの一級河川の他、

葛西用水などの多くの河川・用水が流れています。 

平成２７年（2015 年）４月には、中核市へ移行し、県南東部地域の中核都市と

して、市民に身近で、きめ細やかな行政サービスの提供に取り組んでいます。 

 

（２）人口 

人口は約 34 万人であり、埼玉県内において、さいたま市・川口市・川越市・所

沢市に次いで 5番目に人口が多い市です。（令和７年（2025 年）４月１日現在） 

本市における人口の動向をみると、令和３年度（2021 年度）までは緩やかな増

加傾向が続いていましたが、令和３年度（2021 年度）の 345,487 人をピークに、

以降は減少傾向に転じており、今後も減少は続いていくと見込まれています。（図

２-１参照。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（各年４月１日現在） 

出典：住民基本台帳 
 

図２-１ 人口の推移 
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出典：令和６年版 越谷市統計年報 

（３）事業所 

事業系廃棄物の排出者である本市の事業所数の過去の推移は、図２-２に示す

とおりです。 

事業所数は、市内の再開発等の影響で一時的に増加する年度もありますが、少

子高齢化による労働力人口の減少等の影響により全体としては年々微減傾向に

あります。 

また、令和３年（2021 年）の事業所数は、10,722 事業所となっています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-２ 事業所数及び従業員数の推移 

 

  
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-３ 産業別の事業所数《令和６年度（2024 年度）》 
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第２節 ごみ処理量の推移 

（１）ごみ処理量 

本市における一般廃棄物の年間排出量は、図２-４に示すとおりです。 

ごみ総排出量は平成２９年度（2017 年度）までは減少傾向にありましたが、平

成３０年度（2018 年度）から令和元年度(2019 年度)に一時的に増加傾向となり、

令和２年度(2020 年度)以降は再び減少傾向となりました。令和６年度（2024 年

度）は実績で 94,882t/年です。 

排出量の内訳をみると、生活系ごみは平成２９年度（2017 年度）まで減少傾向

にあり、その後は令和元年度（2019 年度）まで増加に転じ、令和２年度(2020 年

度)以降は再び減少傾向となっています。生活系ごみとごみ総排出量の増加及び

減少傾向のずれは、令和元年度(2019 年度)末から流行した新型コロナウイルス感

染症の影響により外出自粛が行われた結果、令和２年度(2020 年度)まで生活系ご

みの排出量が増加したことが影響したと考えられています。 

事業系ごみは平成２９年度（2017 年度）までは横ばいでしたが、その後は令和

元年度（2019 年度）まで増加に転じ、新型コロナウイルス感染症の影響が大きい

令和２年度(2020 年度)に大きく減少し、以降は再び増加傾向となっています。 

集団資源回収量は、少子高齢化に伴い、団体加入者や活動団体数の減少が続い

ており、令和６年度（2024 年度）は平成２２年度（2010 年度）と比較して約 4割

まで減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-４ 一般廃棄物の年間排出量の推移 

 

（注１）本書における図表内の数値については、端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

（注２）「生活系ごみ」、「家庭系ごみ」 

・本書では「生活系ごみ」は集団資源回収量を除いた、家庭からの一般廃棄物（収集区分上の可燃ごみ、

不燃ごみ、粗大ごみ、資源物等）をいいます。 

・「家庭系ごみ」は生活系ごみから「資源物」を除いたものをいいます。  
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（２）ごみの組成 

本市における令和元年度（2019 年度）及び令和６年度（2024 年度）の家庭系及

び事業系の燃えるごみの組成調査結果は、図２-５及び図２-６に示すとおりです。 

家庭系燃えるごみにおいては、プラスチック類がどちらの年度も半分近くの割

合を占めていますが、令和元年度（2019 年度）から令和６年度（2024 年度）にか

けて、プラスチック類の割合は減少しています。 

事業系燃えるごみにおいては、令和元年度（2019 年度）はプラスチック類と紙

類がそれぞれ 3割で大きな割合となっていますが、令和６年度（2024 年度）には

紙類と厨芥類の割合が減少し、プラスチック類と草木類の割合が増加しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１）ごみの組成は重量比の結果を示します。 

（注２）家庭系及び事業系の燃えるごみの組成調査については、東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設に

おいて実施されており、家庭系及び事業系ごみともに、ごみ運搬車 1 台より 200kg を試料として、内

容物の分類（①紙類、②プラスチック類、③布類、④金属類、⑤厨芥類、➅草木類、⑦ガラス類、➇

その他）調査等を行っています。 

（注３）東埼玉資源環境組合とは越谷市、草加市、八潮市、三郷市、吉川市及び松伏町の５市１町で構成され

ている一部事務組合で、可燃ごみとし尿の処理、せん定枝や刈り草などの堆肥化を行っています。 

  

図２-５ 

家庭系燃えるごみ組成調査結果（越谷市分）

紙類
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草木類

20.3%
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0.1%

ガラス類

0.0%
その他

0.5%

出典：東埼玉資源環境組合 

紙類
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厨芥類

14.8%

草木類
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金属類

0.1%

ガラス類

0.1%

その他

1.8%

【令和元年度（2019 年度）】 

【令和６年度（2024 年度）】 

図２-６ 

事業系燃えるごみ組成調査結果（越谷市分）

出典：東埼玉資源環境組合 
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0.9%

厨芥類

24.6%

草木類

4.9%

金属類

0.2%

ガラス類

0.0%
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2.3%

【令和元年度（2019 年度）】 

【令和６年度（2024 年度）】 
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（３）食品ロスの状況 

本市における食品ロスの状況は、埼玉県清掃行政研究協議会の「家庭ごみ中の

食品ロス排出状況調査報告書」（平成３０年３月）によると、食品ロス量が生活系

可燃ごみ（注）に占める割合が約 13％となっています。この調査結果をもとに平成

２８年度（2016 年度）における食品ロス量を推計すると、年間 7,975ｔとなりま

す。（表２-１参照。） 

 

表２-１ 食品ロス量の推計値 

項  目 越谷市 

生活系可燃ごみ量（注）（ｔ/年） ６２,３８８ 

可燃ごみに 

占める割合

（％） 

食品廃棄物 ２８.７ 

食品ロス １２.８ 

（内訳） 食べ残し ４.３ 

直接廃棄 ８.５ 

排出量 

（ｔ/年） 

食品廃棄物 １７,９１１ 

食品ロス ７,９７５ 

（内訳） 食べ残し ２,６７８ 

直接廃棄 ５,２９８ 
（注）「生活系可燃ごみ量」は、「一般廃棄物処理実態調査結果」（平成２８年度実績、 

環境省）に基づく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

食品ロスとは 

 
 

コラム 

食品ロスとは、「まだ食べられるのに

もかかわらず捨てられてしまう食品（可

食部分）」のことです。 

日本国内における年間の「食品ロス」

は約 464 万トンとされています（農林水

産省令和５年度推計）。 

約 464 万トンの食品ロスのうち、約半

数（233 万トン）は一般家庭から発生し

ています。 

食品ロスを削減するためには市民一

人ひとりの取組みが必要です。食品ロス

削減のための取組みにぜひご協力をお

願いします。 
フードドライブの取組み 
家庭で余っている食べ物を持ち寄り、それらをまと

めて地域の福祉団体や施設、フードバンクなどに寄付

する活動であり、本市でも取組みを進めています。 

今後更新予定 
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第３節 ごみ処理体制等 

（１）ごみ処理の区分 

本市のごみ・資源処理の流れは、図２-７に示すとおりです。 

平成１７年度（2005 年度）までは、燃えるごみ・新聞・雑誌・段ボール・燃え

ないごみ・危険ごみ・粗大ごみ・せん定枝の 8区分でしたが、平成１８年度（2006

年度）から収集区分を変更し、ペットボトル・白色トレイ・古着類・雑紙・牛乳

パック・缶・びんが新たな区分として加わり 15 区分となりました。 

 

 

 

 

家
庭
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越谷市 

リサイクルプラザ 

生

活

系

ご

み

事

業

系
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発電・熱供給 

図２-７ ごみ・資源処理の流れ 

集団資源回収 

せん定枝 

刈り草 

せん定枝 

刈り草 
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（２）ごみ処理施設等の概要 

本市のごみ処理施設等の概要は、図２-８に示すとおりです。 

■ 東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設 

東埼玉資源環境組合が管理運営するごみ処理施設です。主に一般廃棄物

（可燃ごみ）を処理しています。焼却処理に伴って発生する熱を利用した

発電や熱供給を行っており、本市では周辺施設のゆりのき荘、越谷市民 

プール、農業技術センターへの熱供給を行っています。 

■ 東埼玉資源環境組合堆肥化施設 

せん定枝、刈り草を焼却処分せずに資源として有効に活用するため、堆肥

化を行っています。 

■ リサイクルプラザ 

本市のリサイクルの拠点施設として、資源ごみや燃えないごみの収集・資

源化を行っています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-８ ごみ処理施設等位置図  

越谷市役所 
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第４節 ごみ処理経費 

ごみ処理経費及び 1人当たり・1t 当たりのごみ処理経費は、図２-９及び表 

２-２に示すとおりです。 

ごみ処理経費は令和２年度（2020 年度）に約 25 億円でしたが、以降増加傾向

にあります。要因としては、人件費や車両維持費、東埼玉資源環境組合への分担

金の増加があげられます。今後も東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設のプ

ラント更新工事による分担金の増加が予想されているため、ごみ処理経費は増加

を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-９ ごみ処理経費の推移 

 

表２-２ ごみ処理経費の推移 

（人口は各年１０月１日現在）

年度 
R2 

（2020） 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 

R5 

(2023) 

R6 

(2024) 

人口(人) ３４５,２１７ ３４５,４７２ ３４４,２８０ ３４３,５４８ ３４２,３９７ 

ごみ 

処理 

経費 

1 人当たり(円/人・年） ７,２１３ ７,３６０ ７,８１５ ８,２９４ １０,３６０ 

合計(百万円/年) ２,４９１ ２,５４３ ２,６９１ ２,８５０ ３,５４８ 

1ｔ当たりの経費（円/ｔ・年） ３１,４５９ ３２,９４４ ３３,５９０ ３８,９９８ ４８,１４５ 

2,491 2,543 2,691 2,850 3,548

7,213 7,360 7,815 8,294 10,360

31,459 32,944 33,590
38,998
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第１節 前計画の進捗状況 

（１）前計画の概要 

ごみの課題解決のため、本市では、前計画の次の 3つの基本方針に基づき、表

３-１に示す様々な事業を実施してきました。 

基本方針 

１．市民・事業者との協働による資源循環の推進 

２．排出事業者等による主体的なごみの減量・資源化の促進 

３．新たなごみ収集・処理システムの構築 

 

表３-１（１） 前計画での施策と実施状況 

 

  

基本方針 基本的施策 実施評価（注）

１-１-① ごみと資源の分別の徹底 B

１-１-② 生ごみの減量 A

１-１-③ プラスチックごみの発生抑制 A

１-１-④ 行政による減量・リサイクルの促進 B

１-２-① 集団資源回収の見直し及び活性化 A

１-２-② 分別ルールの徹底 A

１-２-③ 生ごみリサイクルの検討 A

１-２-④ 廃棄物減量等推進員制度の見直し B

１-３-① 家庭における食品ロスの削減 A

１-３-② 事業者による食品ロスの削減 A

１-３-③
食品ロスの削減に関する普及啓発の
強化

A

１-４-①
ＳＤＧｓの理解促進・行動変革の推
進

A

１-４-②
ごみ減量・リサイクルの普及啓発な
ど情報発信の充実

A

１-４-③ 外国人や若年層への周知啓発 A

個別施策

基本方針１
市民・事業者と
の協働による資
源循環の推進

１-１ 
分別の徹底によるご
み減量・資源化の促
進

１-２ 
地域一体となった資
源化の促進

１-３ 
食品ロスの削減

１-４ 
ＳＤＧｓの理解促進
と行動変革

第３章 
 

前計画の進捗状況 
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表３-１（２） 前計画での施策と実施状況 

 
（注）実施評価の区分 

    A：実施し効果が得られた。 

    B：実施が一部に留まった。または効果が十分でなかった。 

    C：実施できなかった。または効果が得られなかった。  

基本方針 基本的施策 実施評価（注）

２-１-①
事業者によるごみ減量・リサイクル
活動の促進

A

２-１-②
多量排出事業者に対する減量計画等
の制度検討

C

２-１-③ 過剰包装の自粛の要請 A

２-１-④ 拡大生産者責任の提唱 B

２-２-①
事業者、収集運搬許可業者への適正
排出指導の徹底

B

２-２-②
業種に応じたごみ減量講習会などの
開催

A

２-３-① 減量・資源化マニュアルの作成 A

２-３-② ＳＤＧｓの達成に向けた活動の推進 C

２-３-③ 食品廃棄物の循環システムの構築 A

３-１-①
プラスチック資源の回収・リサイク
ルに向けた調査・研究

B

３-１-② 資源化可能物拡大の検討 B

３-２-① ふれあい収集の継続及び強化の検討 C

３-２-② 簡易版のごみ分別ガイド作成の検討 A

３-２-③ 使用済み紙おむつ対策の検討 C

３-２-④
遺品整理などに伴う、一時多量ごみ
への対応の検討

A

３-３-① ごみ処理に係る費用負担の検討 B

３-３-②
計画の進捗状況等の情報発信・周知
の徹底

A

３-４-①
地域ぐるみのきれいなまちづくりの
推進

A

３-４-② 不法投棄・資源物持ち去りの防止 A

３-４-③
越谷市まちをきれいにする条例の普
及

A

３-５-①
災害廃棄物処理計画や業務マニュア
ルの見直し

C

３-５-② 災害廃棄物処理への備え A

３-５-③ 災害時のごみの排出方法等の広報 C

３-５-④
災害廃棄物収集運搬等に係る事業者
との協力体制の構築

A

３-５-⑤ 他自治体等との相互支援体制の強化 A

個別施策

基本方針２
排出事業者等に
よる主体的なご
みの減量・資源
化の促進

２-１ 
事業系ごみの減量・
資源化の促進

２-２ 
ごみの適正処理に向
けた指導の徹底

２-３ 
事業者への支援体制
の充実

基本方針３
新たなごみ収
集・処理システ
ムの構築

３-１ 
長期展望に基づく収
集・処理システムの
検討

３-２ 
超高齢社会に対応し
た環境整備

３-３ 
指定袋制度及びごみ
処理有料化の検討

３-４ 
きれいなまちづくり
の推進

３-５ 
災害廃棄物等処理体
制の強化
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（２）主な取組内容 

表３-１に示す各種施策のうち、令和７年度（2025 年度）までに実施してきた

主な取組内容について以下に整理しました。 

 

【１－１ 分別の徹底によるごみ減量・資源化の促進】 

分別によるごみの減量や資源化を促進するため、各家庭へごみ収集カレンダー

を毎年配布し、分別や収集日に関する情報を提供しています。また、「リサイクル

プラザだより」を発行し、令和６年度からは、市ホームページへ掲載することで、

より多くの市民がいつでも情報を入手できるようにしました。更に、令和５年度

はごみ分別アプリ「さんあ～る®」の配信を開始しました。 

特に食品ロスの削減やプラスチックごみの発生抑制については、重点的に取組

を推進しています。食品ロス削減は、「食べキリ」「使いキリ」の 2 キリ運動を推

進し、ごみ収集カレンダーなどを通じて周知を図っています。プラスチックごみ

の発生抑制は、レジ袋の使用を控え、マイバッグの利用を呼びかける広報を市ホ

ームページで実施した他、市職員を対象とした「越谷市プラスチックスマート宣

言」に基づき、マイバッグやマイボトルの利用を推奨しています。 

その他にリネットジャパンリサイクル㈱とパソコン回収に関する協定を締結し、

デスクトップ型パソコンの処理の選択肢拡大等を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資源・ごみ分別アプリ「さんあ～る®」の配信について 

 
 

コラム 

令和５年９月１日から、ごみ・資源分別アプリ「さんあ～る®」の配信を開始しまし

た。主な機能は、ごみ収集日カレンダーや分別帳機能などがあります。災害や悪天候

等によるごみ収集の遅延やごみ出しに関する情報を迅速かつ容易に発信できます。引

き続き利用者の増加に向けて周知・啓発及び機能の充実を図ります。 

◆インフォメーションの様子 ◆分別帳の様子 ◆カレンダーの様子 
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【１－２ 地域一体となった資源化の促進】 

地域全体で資源化を促進するため、集団資源回収については、参加団体の負担

軽減を図るため申請方法を見直し、申請回数を減らすとともに、新たに電子申請

を導入しました。また、本制度を知らない未実施団体や集合住宅等に対して周知

を行い、新規登録団体の確保に努めています。。 

分別ルールの徹底に向けて、出張講座や施設見学を通じて、ごみ減量やリサイ

クルの重要性を説明し、市民の理解促進を進めています。 

生ごみリサイクルの取組としては、埼玉県産材を

使用した木製の非電動型生ごみ処理器を活用し、令

和５年度には工作教室を開催、令和６年７月から販

売を開始しました。 

  

パソコン回収におけるリネットジャパンリサイクル㈱との 

協定締結について 

 
 

コラム 

令和４年２月１日にデスクトップ型パソコンの処理の選択肢拡大や不適正処理の防

止のために、小型家電リサイクル法の認定業者であるリネットジャパンリサイクル㈱と

協定を締結しました。処理の流れとしては、市民がリネットジャパン㈱へ回収の申し込

みを行い、ダンボールにデータを消去した回収品目をいれ、宅配便でリネットジャパン

㈱へ送ります。パソコン本体を回収してもらう場合、料金は無料になります。 

◆処理の流れ 
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【１－３ 食品ロスの削減】 

食品ロス削減に向け、家庭・事業者・行政が連携した

取組を進めており、家庭における削減では、消費者の

適正量購入を促すため、令和５年度に市独自の「手前

どり」POP を作成し市内コンビニエンスストア等に掲

示、令和５年度からはスーパーマーケットにも拡大し、

市民へ「手前どり」を呼びかけています。 

未利用食品の有効活用としては、フードドライブ回収拠点をリサイクルプラザ

に加え、令和３年度に市役所、令和４年度に児童館コスモス・ヒマワリへ拡充し、

行政や民間事業者からの災害時非常食等の越谷市フードパントリーへの提供を促

進しました。 

普及啓発の強化としては、「全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会」に

参加し、１０月の食品ロス削減月間における食べきり運動の周知や、市・民間業者

主催イベントでの啓発活動を実施しました。また、「賞味期限」と「消費期限」の

違いを市 HP やリサイクルプラザだよりで発信、民間企業と協働したエコ・クッキ

ング教室の定期的な開催、「食べきり 15（いちご）タイム」の市 HP で周知など、

多角的な取組を展開しています。 

 

【１－４ ＳＤＧｓの理解促進と行動変革】 

持続可能な社会の実現に向け、SDGs の理解促進と

行動変革を推進しており、学校等における学習支援と

して、越谷市教育委員会が作成する環境教育資料「し

らこばと」にリサイクル等に関する市の取組を掲載や、

小学校や保育所を対象に出張講座や施設見学を実施

し、環境に配慮した消費や暮らし方の啓発、環境教育

を推進しています 

その他に、外国人への情報発信として、英語・中国

語・韓国語・ポルトガル語の 4言語を併記した多言語

版「家庭ごみの分け方・出し方」を作成し、リサイク

ルプラザや資源循環推進課等で配布しています。 

  

◆「手前どり」ＰＯＰ 

◆環境教育資料「しらこばと」 

差し替え予定出張講座の写

真などがあれば、そちらの

方が推奨？ 

提供可能であればご確認お
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【２－１ 事業系ごみの減量・資源化の促進】 

古紙の資源化では、平成５年７月に発足した市内 27 事業所による「オフィス・

ペーパー・リサイクル越谷」が、オフィス古紙回収による資源循環に継続的に取り

組んでいます。 

制度的な取組として、大規模店舗新設時には過剰包装の自粛を要請し、さらに

全国市長会を通じて製造販売業者が回収しない商品の販売を禁止する法律整備を

国に要望しました。 

 

【２－２ ごみの適正処理に向けた指導の徹底】 

事業者のごみの適正処理を徹底するため、東埼玉資源環境組合と連携し、定期

的に搬入物検査や内容物調査を実施し、産業廃棄物等を持ち込んだ収集運搬許可

業者や排出事業者に対し指導を行っています。また、組成調査により事業系ごみ

の種別分析を行い、減量に向けた情報収集を行っています。 

 

【２－３ 事業者への支援体制の充実】 

事業者のごみの減量や資源化、適正処理を

支援するため、「事業者向けごみ処理ガイドブ

ック」を作成し、「減量・リサイクル」「業種

別ごみ減量ポイント」という項目を設けなが

ら、分かりやすく解説を行っております。 

また、食品廃棄物の循環システムの構築を

進めるため、食品リサイクルを希望する排出

事業者及び収集運搬許可業者と連携し、他自

治体の処理施設へ搬入できるよう手続きを行

いました。 

  

◆事業者向けごみ処理ガイドブック 
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【３－１ 長期展望に基づく収集・処理システムの検討】 

長期的視点に立ち、収集・処理システムの高度化に向けた検討を進めており、プ

ラスチックごみの資源化では、令和５年度より市内で回収した使用済みペットボ

トルを原料とし、新たなペットボトルを製造する水平リサイクルを開始し、再生

工程の「見える化」により市民の意識向上を図りました。 

また、東埼玉資源環境組合事務連絡協議会を通じ、プラスチック類分別収集の

導入について協議しました。 

さらに、タブレット端末による収集を実施している他市の ICT 活用事例の調査

や、紙おむつや廃食油の資源化に向けた業者との意見交換を行いました。 

 

【３－２ 超高齢社会に対応した環境整備】 

超高齢社会への対応に向けて、ごみ集積所にごみを出すことが困難な高齢者や

障がいのある方のご自宅まで収集に伺う「ふれあい収集」について、対象者の増加

に備え、安定した収集が行えるよう体制を整えました。 

また、ごみ収集カレンダーやごみ分別アプリ等の分別ガイドの簡易化や使用済

み紙おむつ資源化に関する業者と情報交換や、引越しなどに伴う一時多量ごみの

排出方法の市ホームページ等で周知を行いました。 

 

【３－３ 指定袋制度及びごみ処理有料化の検討】 

ごみの減量や資源化を促進するため、ごみ有料化による減量の効果を、現在実

施している自治体の事例などを調査しました。 

また、ごみ処理量やごみ処理費用等の情報発信として、越谷市廃棄物等減量推

進審議会や市ホームページにおいて、前年度のごみ処理実績を報告しています。 

 

【３－４ きれいなまちづくりの推進】 

地域ぐるみできれいなまちづくりを推進するために、地域の清掃活動を行う団

体に対しては、ごみ袋の提供や清掃後の回収を行い、海ごみゼロウイーク等の取

組にも支援を行いました。 

また、ごみ集積所の維持・管理では、排出ルール違反への警告シールの貼付や排

出方法が記載された看板の配布を行い、カラス対策として、防鳥ネットやペット

ボトル収集用ネット袋を配布しました。 
不法投棄や資源物持ち去り防止については、他課や警察と連携して市民から

の情報を基にパトロールを行い、不法投棄禁止看板の配布やイベント等での啓

発活動を実施しました。また、県主導のアプリを活用し、市民からの情報提供手

段を拡大しました。 

さらに、「越谷市まちをきれいにする条例」に基づき、ポイ捨て等の禁止につ

いて市ホームページで周知しました。 
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【３－５ 災害廃棄物等処理体制の強化】 

災害廃棄物等の処理体制を強化するために、災害廃棄物等の情報連絡・収集・運

搬・処理の体制に関して、東埼玉資源環境組合及び構成市町、埼玉県清掃行政研究

協議会、越谷市環境事業協同組合と災害廃棄物の収集・処理等に関する協定の締

結により、災害時に迅速な対応ができるよう体制を整えています。また、大規模災

害時廃棄物対策関東ブロック協議会等へ参加し、関係機関との意見交換を行いま

した。 

  

◆不法投棄に関する看板 ◆カラス対策に関する看板 
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第２節 施策の進捗状況 

前計画における数値目標の達成状況として、中間目標年度《令和７年度（2025

年度）》の実績値と目標値、計画目標年度《令和１２年度（2030 年度）》のごみ処

理の目標値を整理すると、表３-２に示すとおりです。 
 

表３-２ 前計画の実績値と目標値 

項目 単位 

H31･R1 

（2019） 

実績値 

R6 

(2024) 

実績値 

R7 

（2025） 

中間目標値 

中間目標 

達成状況 

R12 

（2030） 

計画目標値 

１ 
1 人 1 日当たりのごみ

排出量 
ｇ/人･日 ７９５ ７２７ ７４０ 達成 ６９０ 

２ 
1 人 1 日当たりの家庭

系ごみ排出量 
ｇ/人･日 ５２８ ４７６ ４９０ 達成 ４４０ 

３ 事業系ごみ排出量 ｔ/年 ２６,１４３ ２３,４８０ ２４,０００ 達成 ２１,０００ 

４ 最終処分量 ｔ/年 ７,６６８ ６,６６７ ７,１００ 達成 ６,５００ 

５ リサイクル率 ％ １７．７ １７．５ ２０．０ 未達成 ２５．０ 

６ 
家庭から排出される

食品ロス量 
ｔ/年 ８,０４７ ７，２６７ ７,４００ 達成 ６,０００ 

 

  

非電動型生ごみ処理器「越谷キエーロ」について 

 

コラム 

非電動型生ごみ処理器とは、土に生息する微生物の力を利用して、調理過程で発生す

る野菜くずや食べ残し（以下、食品残渣という）を分解し、土に返す処理器です。これ

は、 

①マンション住まいの方でも、ベランダなどで食品残渣の処理が行える 

②電力を使わない 

③食用油も分解できる 

④土は家庭菜園や植木鉢の土として利用可能 

などの特徴があります。 

令和５年度は、子ども向けのごみ減量啓発を目的とした「工作教室」および、販売に

向けた情報収集のためのモニター向け講習会を実施し、令和 6 年度は、工作教室に加え、

完成品販売を実施しました。今後も工作教室および、完成品販売を予定しております。 

◆越谷キエーロ（外観） ◆越谷キエーロ（内部） 
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令和６年度（2024 年度）の 1 人 1 日当たりのごみ排出量は、727ｇであり、す

でに中間目標を達成しています。（図３-１参照。） 

 

 

図３-１ 1 人 1 日当たりのごみ排出量の推移 

 

 

 

 

令和６年度（2024 年度）の 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量は、476ｇであ

り、すでに中間目標を達成しています。（図３-２参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量の推移 
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目標値実績値

中間目標１ 1 人 1 日当たりのごみ排出量を 740ｇ/人・日に削減する⇒達成 

中間目標２ 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量を 490ｇ/人・日に削減する⇒達成 

中間目標 

中間目標 

計画目標 

計画目標 
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令和６年度（2024 年度）の事業系ごみ排出量は、23,480ｔであり、すでに中間

目標を達成しています。（図３-３参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-３ 事業系ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

令和６年度（2024 年度）の最終処分量は、6,667ｔであり、すでに中間目標を

達成しています。（図３-４参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-４ 最終処分量の推移 

  

中間目標３ 事業系ごみ排出量を 24,000ｔ/年に削減する⇒達成 

中間目標４ 最終処分量を 7,100ｔ/年に削減する⇒達成 
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令和６年度（2024 年度）のリサイクル率は、17.3％であり、中間目標達成まで

に残り 2.7％の引き上げが必要です。（図３-５参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-５ リサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

令和６年度（2024 年度）の食品ロス量は、7,267ｔ/年であり、すでに中間目標

を達成しています。（図３-６参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-６ 食品ロス量の推移 

 

  

中間目標５ リサイクル率を 20％に引き上げる⇒未達成 

中間目標６ 家庭から排出される食品ロス量を 7,400ｔ/年に削減する⇒達成 
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リサイクル率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）本書における図表内の数値については、端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

コラム 

リサイクル率とはどのように計算されるのでしょうか。 

下図は環境省が定義するごみ処理のフローを簡略化したものですが、リサイクル量とは

直接資源化量と中間処理後リサイクル量と集団回収量を足し合わせたもののことを言い

ます。 

直接資源化量とは自治体（あるいは委託業者）によって資源化物として収集され、リサイ

クル業者へ直接引き渡されたごみ量、中間処理後リサイクル量とは焼却処理などの中間処

理で発生した残さのうち資源として利用されたごみ量、集団回収量とは小学校や町内会な

どの地域団体によって資源物として回収され、リサイクル業者に引き渡されたごみ量のこ

とを意味します。 

そして、リサイクル率とはごみ排出量に占めるリサイクル量の割合（%）と定義されてい

ます（式 1）。 

焼却処理に伴う熱回収・利用はサーマルリサイクルと呼ばれ、一般的にはリサイクルの一

つとして位置づけられるのですが、実は図に示したリサイクル量（率）には反映されませ

ん。つまり、ここで言うリサイクル量（率）とは、マテリアルリサイクルされる量（率）のこと

で、サーマルリサイクルされる量（率）のことではないのです。 

ここで、熱回収によって発生した発電量から、発電に寄与したごみ量を算出し、そのごみ

量を資源化量としてリサイクル率を算出したものが、以下の表となります。 

本市の令和 6 年度（2024 年度）のリサイクル率は 17.5％ですが、熱回収により発電

に寄与したごみ量を資源化量として算出した場合、リサイクル率は 38.4％となります。 

区分 
単 

位 

H31･R1 

（2019） 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 

R5 

(2023) 

R6 

(2024) 

リサイクル率（マテリアルリサイクル分） ％ 17.7 17.8 16.8 16.4 17.1 17.5 

リサイクル率（発電寄与分） ％ 22.7 22.3 20.4 21.9 22.0 21.1 

リサイクル率(マテリアル分＋発電寄与分) ％ 40.3 40.1 37.0 38.2 38.9 38.4 

ごみ排出量

直接最終処分量

中間処理量

直接資源化量

集団回収量

処理残渣量

減量化量

中間処理後リサイクル量

中間処理後最終処分量

最終処分量

リサイクル量

リサイクル率 （％） ＝ ×100 ・ ・ ・ 式１
直接資源化量+中間処理後リサイクル量+集団回収量

ごみ排出量
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第１節 本市を取り巻く社会情勢 

（１）世界的な動向 

海洋プラスチック問題や中国等の廃プラスチック類輸入規制などが喫緊の課題

として挙げられます。海洋プラスチック問題は、製造・消費されたプラスチック

の処理が適正に行われず、その多くが河川から海へと流入し、自然分解すること

なくそのまま、あるいは破砕・細分化されて残り続け、生態系を含めた海洋環境

や沿岸域の居住環境への影響のほか、観光・漁業への影響や船舶航行への障害な

ど、様々な影響が懸念されており、世界全体での取組みが必要となっています。 

令和４年（2022 年）３月に国連環境総会では「プラスチック汚染を終わらせる

国際的法的枠組み」の交渉開始が採択されました。 

また、UNCTAD による報告では、2023 年に世界のプラスチック貿易は 1.1 兆ドル

規模に達し、そのうち 75％が廃棄物として扱われたとされ、資源循環への転換の

必要性が浮き彫りとなっています。それと同時に、リユースによりパッケージ製

造や排出の削減が最大 90％に達する可能性も指摘されており、リユースが廃プラ

スチック問題の解決に有効であるとの見解もより広まりつつあります。 

さらに、循環型経済へ転換も進行しており、例えば、EU で製品の修理・再利用・

リサイクルを促進する政策が強化されるなど、グローバル市場における再生資源

活用や廃棄物削減への関心が高まっています。 

このようにプラスチック問題に関する複合的な施策と制度改革が世界中で現在

も進行しています。 

 

（２）国の動向 

国は、「循環型社会形成推進基本法」をはじめとする廃棄物・リサイクル関連法

（「容器包装リサイクル法」、「食品リサイクル法」等）を制定し、平成２７年（2015

年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を踏ま

え、「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元年法律第１９号）を令和元年

（2019 年）１０月から施行するなど、循環型社会の形成に向けた取組を進めてい

ます。 

令和６年（2024 年）８月には「第五次循環型社会形成推進基本計画」が閣議決

定され、脱炭素・資源循環・自然共生の統合的推進やプラスチック資源循環、食

品ロス削減、地域循環共生圏の深化が重点化されています。 

また、近年頻発する大雨や地震等により大量の災害廃棄物が発生し、市民生活

や地域経済に深刻な影響を与えています。このため、「ごみ処理基本計画策定指針」

（平成２８年９月）では、市町村における災害廃棄物処理計画の策定、処理事業

の継続性確保、広域連携体制の構築を促しており、国も支援制度や指針の改訂を

通じて対応力の強化を進めています。  

第４章 
 

本市を取り巻く社会情勢と今後の課題 
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第２節 本市における今後の課題 

第２章「ごみ処理の現状」、第３章「前計画の進捗状況」、前節「本市を取り巻

く社会情勢」を踏まえると、本市の一般廃棄物処理に関する今後の課題は、次の

4つに整理されます。 
 

 

 

本市のごみ総排出量は、全体的に減少傾向で推移をしており、特に令和２年度

（2020 年度）以降は大きく減少し、令和 6 年度（2024 年度）現在は総排出量が

100,000t を下回り、94,882t になっています。 

その要因として、市の施策に対する市民・事業者との協働のもと、ごみの減量・

資源化の取組みが進んだほか、増加を続けていた人口が令和３年度（2021 年度）

をピークに減少傾向に転じたことも影響しており、特に生活系ごみの減少が大き

くなっています。 

また、食品ロスやプラスチックごみなど全国的な社会的課題となっているごみ

の減少についても、本市はどちらも排出量は減少傾向にあります。 

一方で、事業系ごみは全体的に大きな減少傾向は見られず、新型コロナウイル

ス感染症の影響が大きい令和２年度（2020 年度）には一時的に大きく減少したも

のの、以降は排出量が増減を繰り返しています。 

結果として総排出量は全体的に減少傾向にあるものの、引き続き市民・事業者・

行政が協働し、さらなるごみの減量・資源化に取り組んでいくことが必要となっ

ています。 

 

<家庭ごみに対する課題> 

食品ロスの削減については、持続可能な開発目標（SDGs）にも掲げられ、国が

定める「第五次循環型社会形成推進基本計画」（令和６年８月閣議決定）におい

ても、令和１２年（2030 年）までに家庭系・事業系食品ロスを 2000 年度比で半

減する目標が明記されています。全国的に重要性の認識が一層高まる中、本市に

おいても、さらなる削減に向けた取組の強化が求められます。特に、家庭での食

べ残しや買い過ぎ・作り過ぎを防ぐ啓発、調理端材の活用方法の普及など、日常

生活に根差した行動変容が不可欠です。 

プラスチックごみについては、海洋流出による生態系への悪影響や、処理過程

での温室効果ガス排出が懸念されており、国の「プラスチック資源循環戦略」で

は令和１２年（2030 年）までにワンウェイプラスチックの 25％排出抑制が目標

とされています。本市の可燃ごみ中でもプラスチックは依然として約半分を占め

ており、分別の徹底や再資源化ルートの拡充、リデュースの推進が課題です。 

これらの家庭ごみに関する課題への対応は、高齢者や単身世帯、外国人住民の

増加傾向を踏まえ、排出者の行動特性や地域の生活環境を考慮した施策展開が必

要です。地域ごとの実態に即した周知・啓発や利便性の高い分別収集体制の整備

課題１ ごみ総排出量のさらなる減量 
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を進め、市民・事業者・行政が一体となって、ごみの減量・資源化を着実に進め

ていくことが求められます。 

 

<事業系ごみに対する課題> 

近年、本市の事業系ごみの排出量は増減を繰り返し、明確な減少傾向が見えな

いことから、排出事業者や一般廃棄物収集運搬許可業者に対し、ごみの排出抑制

や分別の徹底について意識啓発をより一層行い、指導を徹底していく必要があり

ます。 

また、事業系ごみは、排出者責任のもとに処理・資源化されることが大原則で

あるため、事業系ごみの発生抑制・減量の取組みをさらに推進し、削減を図る必

要があります。 

 

 

 

本市のリサイクル率は計画の基準年度である平成３１年度（2019 年度）から大

きな増加は見られず、増減を繰り返しており、令和６年度（2024 年度）現在は基

準年度の 17.7%から 0.2 ポイント減少し、17.5%に留まっています。 

その要因として、各主体の分別の徹底が不十分であり、燃えるごみの中に資源

ごみが含まれていることが大きな要因となっています。 

リサイクル率向上に向けて、市民・事業者・行政が協働し、さらなるごみの資

源化に取り組んでいくことが必要となっています。 

 

<集団資源回収事業の活性化> 

集団資源回収は、市民の自主的なリサイクル活動であり、市の行政回収と比較

して少ない経費で質の高い資源を回収することができるだけでなく、地域のコミ

ュニティづくりの推進やごみ減量への意識啓発の場としても有効な取組みです。 

しかし、少子化による子ども会などの活動停止の影響が大きく、令和６年度

（2024 年度）は平成２２年度（2010 年度）と比較して約 4割まで減少し、今後も

減少が続いてく見込みですが、市民が安心して集団資源回収を継続できる仕組み

を作る必要があります。 

 

<廃棄物減量等推進員> 

平成１８年度（2006 年度）に新たな収集区分を制定した際に、市民との協働に

よるごみの減量・資源化の推進を図ることを目的として創設したもので、ごみに

関する地域のアドバイザーとして、分別及び排出方法の普及啓発活動を実施する

とともに、本市とのパイプ役を担ってきました。 

今後は、さらなるごみの減量・資源化を推進するために、地域の特性や時代に

即した活動内容へと見直すことが重要です。 

 

課題２ リサイクル率の向上 
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<食品リサイクルの推進> 

食品廃棄物の発生抑制と減量、再生利用の促進を目的とした食品リサイクル法

の施行に伴い、食品リサイクル事業への参入を検討している事業者について情報

収集するとともに、食品リサイクルの推進体制を整備する必要があります。 

 

 

 

超高齢社会の進行等により、ごみ集積所の管理やごみ出しが困難な高齢者が増

加していることから、ごみを集積所まで持ち出すことが困難な方で、身近な人の

協力が得られない「６５歳以上の高齢者のみで構成される世帯」、「障害を有する

者のみで構成される世帯」などを対象に、市職員が戸別収集を実施するふれあい

収集を行っています。 

今後、高齢者等の増加が見込まれることから、市民のニーズを的確に捉えなが

ら、ごみ出しに関する新たな支援の必要があり、屋内から粗大ごみなどの持ち出

しを行うサポートなどを検討する必要があります。 

さらに、高齢化による要介護者の増加に伴う在宅医療廃棄物や使用済み紙おむ

つの排出量増加に対応するため、医療機関、収集運搬許可業者等の関係機関との

連携・協力のもと、収集・処理方法のあり方について検討する必要があります。 

また、引越しなどに伴う、一時的に多量のごみが排出される状況についても対

応を検討する必要があります。 

 

■高齢者のごみ出しを巡る課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国立環境研究所（2017）：高齢者ごみ出し支援ガイドブック 

課題３ 超高齢社会への対応 
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ごみのポイ捨てや不法投棄に起因したプラスチックごみによる海洋汚染につい

ては、世界的な環境問題となっており、近年では微細なプラスチック類であるマ

イクロプラスチックが、生態系に与える影響等について関心が高まっています。  

さらに近年は、より微細な「ナノプラスチック」による人体や環境への影響に

関する研究も進められており、国際的にも排出削減や回収の取組強化が求められ

ています。 

この対策にあたっては、各行政機関、市民、事業者などが一体となって取り組

むことが重要です。本市でも、プラスチックごみ削減に向け、レジ袋やワンウェ

イプラスチック製品などの使用抑制、ポイ捨て・不法投棄撲滅の徹底及び清掃活

動の推進に係る市民への周知啓発を進める必要があります。 

 

 

 

 

課題４ プラスチックごみによる海洋汚染 

サントリーグループとペットボトルの水平リサイクルの推進に 

関する協定の締結について 

コラム 

◆処理の流れ 

令和５年２月６日にサントリーグループとペ

ットボトルの水平リサイクルの推進に関する協

定を締結しました。ペットボトルの再生方法を

「見える化」することで市民のリサイクル意識

の向上を図ってます。従来、家庭から回収したペ

ットボトルはペットボトル以外にも衣類なども

リサイクルされ、最終的には衣類などの製品は

焼却処分されておりました。水平リサイクルは

回収したペットボトルを全てペットボトルに再

生します。 
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第１節 人口の推計 

本市の人口の将来推計は、最新年度の令和７年（2025 年）の 341,992 人から今

後も減少を続け、本計画の目標年度である令和１２年（2030 年）には 334,934 人

になる見込みです。※（図５-１参照。） 
 

※ 本市が令和７年度(2025 年度)に計算した将来人口推計結果です。 

令和７年（2025 年）までは実績値を、令和８年（2026 年）以降は推計値を用いています。 

（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１ 人口の将来推計結果 

  

第５章 
 

将来推計 
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第２節 ごみ総排出量の推計 

本市におけるごみの排出状況が現状のまま推移した場合について、将来のごみ

総排出量を推計した結果は図５-２に示すとおりです。 

生活系ごみは 1人 1日当たりの排出量が減少傾向にあり、また、人口も令和３

年（2021 年）をピークに減少傾向となっていることから、排出量も減少傾向にな

ると想定されます。事業系ごみは、実績値が横ばい傾向にあるものの、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大などに伴う経済状況の変化や将来人口が減少傾向にあ

るものの、今後も横ばい傾向で推移すると想定されます。集団資源回収は実績値

が減少傾向にあり、今後もその傾向が継続すると想定されます。 

以上のことから、令和１２年度（2030 年度）におけるごみ総排出量は 

79,839t/年と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２ ごみ総排出量の将来推計結果（現状のまま推移した場合） 
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第１節 基本理念・基本方針及び施策の体系 

基本理念 

市民がつくる 

持続可能な資源循環のまち 

こしがや 
 

 

 

 

 

 

 

本計画では、前計画の取組みを継承し、市民が安心して生活できる環境を築く

ために、「市民がつくる 持続可能な資源循環のまち こしがや」を基本理念とし

て掲げます。 

本市では、これまで「参加と協働による循環型社会をめざして」の理念を掲げ、

市民・事業者・行政が三者協働のもと、ごみの排出抑制・資源化のために取り組

んできました。 

本計画の策定においては「ＳＤＧｓ」の視点を取り入れ、循環型社会の構築に

向けて、市民・事業者・行政が連携・協力を深めていく必要があることから、４

Ｒの推進や事業系ごみの減量・資源化、食品ロスの削減、プラスチックごみの排

出抑制のための取組みを強化します。 

また、今後少子高齢化の進行に伴う市民のライフスタイルの変化に的確に対応

した、効果的で適正なごみ収集システムを構築することなど、資源循環型の持続

可能な社会・地域を目指して、さらなるごみの減量・資源化・適正処理を推進し

ていきます。 

本計画の施策体系を次ページに示します。 

  

市民

事業者行政

第６章 
 

ごみ処理基本計画 
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基本方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■計画の体系図 

市
民
が
つ
く
る 

持
続
可
能
な
資
源
循
環
の
ま
ち 
こ
し
が
や 

市民・事業者・行政が連

携し、ごみの減量・資源化

などに取り組みます。 

さらに、それぞれの役

割や責任を果たす中で相

互協力し、ＳＤＧｓの理

解促進と行動変革を推進

することで循環型社会の

構築を目指します。 

基本理念 

基本方針１ 

市民・事業者との協働による資源循環の推進 

基本方針２ 

排出事業者等による主体的なごみの減量・資源化の促進 

市は排出量の多い卸

売・小売業等に向けた減

量・資源化マニュアルの

作成や資源化業者と排出

業者のコーディネートを

行い、ごみの適正排出及

び資源化を促進します。 

基本方針３ 

新たなごみ収集・処理システムの構築 

将来を見据え、超高齢

社会に対応したごみ収

集・処理システムの整備

に取り組みます。 

また、市民や事業者の

協力のもと、地域と連携

したごみ集積所の管理、

まちの美化などに取り組

みます。 

さらに、災害廃棄物の

処理計画や業務マニュア

ルの見直しを行います。 

３-１ 長期展望に基づく収集・処理システムの検討 

２-１ 事業系ごみの減量・資源化の促進 

２-２ ごみの適正処理に向けた指導の徹底 

２-３ 事業者への支援体制の充実 

１-１ 分別の徹底によるごみ減量・資源化の促進 

１-２ 地域一体となった資源化の促進 

１-３ 食品ロスの削減 

１-４ ＳＤＧｓの理解促進と行動変革 

３-５ 災害廃棄物等処理体制の強化 

３-４ きれいなまちづくりの推進 

３-２ 超高齢社会に対応した環境整備 

３-３ 指定袋制度及びごみ処理有料化の検討 
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１-１-① ごみと資源の分別の徹底 
１-１-② 生ごみの減量 
１-１-③ プラスチックごみの発生抑制 
１-１-④ 行政による減量・リサイクルの促進 

１-２-① 集団資源回収の見直し及び活性化 
１-２-② 分別ルールの徹底 
１-２-③ 生ごみリサイクルの検討 
１-２-④ 廃棄物減量等推進員制度の見直し 

１-３-① 家庭における食品ロスの削減 
１-３-② 事業者による食品ロスの削減 
１-３-③ 食品ロスの削減に関する普及啓発の強化 

１-４-① ＳＤＧｓの理解促進・行動変革の推進 
１-４-② ごみ減量・リサイクルの普及啓発など情報発信の充実 
１-４-③ 正しい分別ができない方への周知啓発 

２-１-① 事業者によるごみ減量・リサイクル活動の促進 
２-１-② 過剰包装の自粛の要請 
２-１-③ 拡大生産者責任の提唱 

２-２-① 事業者、収集運搬許可業者への適正排出指導の徹底 

２-３-① 減量・資源化マニュアルの作成 
２-３-② 食品廃棄物の循環システムの構築 

３-１-① ICT 等を活用した収集運搬体制構築の調査・研究 
３-１-② プラスチック資源の回収・リサイクルに向けた調査・研究 

３-２-① ふれあい収集の継続及び強化の検討 
３-２-② 簡易版のごみ分別ガイド作成の検討 
３-２-③ 使用済み紙おむつ対策の検討 
３-２-④ 遺品整理などに伴う、一時多量ごみへの対応の検討 

３-３-① ごみ処理に係る費用負担の検討 
３-３-② 計画の進捗状況等の情報発信・周知の徹底 

３-４-① 地域ぐるみのきれいなまちづくりの推進 
３-４-② 不法投棄・資源物持ち去りの防止 
３-４-③ 越谷市まちをきれいにする条例の普及 

３-５-① 災害廃棄物処理計画や業務マニュアルの見直し 
３-５-② 災害廃棄物処理への備え 
３-５-③ 災害時のごみの排出方法等の広報 
３-５-④ 災害廃棄物収集運搬等に係る事業者との協力体制の構築 
３-５-⑤ 他自治体等との相互支援体制の強化 

個別施策 
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家庭ごみの排出量は、年々減少してきているものの、東埼玉資源環境組合が令

和６年度に実施したごみ組成調査によると、家庭から排出されたごみの約 47％

はプラスチック類、約 20％は紙類でした。これらの中には、資源化（マテリアル

リサイクル）が可能なものも含まれるため、分別・資源化を徹底することでさら

なるごみの減量が可能です。 

これらのごみの減量・資源化を推進するためには、排出者である市民・事業者

それぞれが、自らの責任を意識し行動することが重要です。そのためには、減量・

リサイクルに関する普及啓発や情報発信、ごみの出し方の周知などを行うことに

より、継続して市民の意識を高めることが必要となります。 

また、近年、マイクロプラスチックの海洋への蓄積が世界的な課題となってい

ることを受け、プラスチックごみの発生抑制やプラスチック・スマートの推進を

図ることも重要です。 

 

個別施策１-１-① ごみと資源の分別の徹底 

○ごみ減量・リサイクルの啓発 

ごみの分け方・出し方を掲載したごみ収集カレンダーや広報紙等により、ごみ減量・

リサイクルの啓発に努めます。 

○ごみ分別アプリ等の活用 

ごみ分別アプリ（燃えるごみや資源ごみ等の分別方法を検索できる機能や、ごみ収

集カレンダー機能を備えたスマートフォン用ごみ分別支援アプリ）を活用して、ごみ

減量・リサイクルの啓発に努めます。 

また、市民からのさまざまな問い合わせに対して、対話形式で分別や処理方法、イ

ベント情報の案内をＡＩが応答するサービス（ＡＩチャットボット）の導入を検討し

ます。 

 

  

基本方針１ 市民・事業者との協働による資源循環の推進 

基本的施策 

施策１-１ 分別の徹底によるごみ減量・資源化の促進 
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個別施策１-１-② 生ごみの減量 

○生ごみ削減の 3キリ運動の推進 

ごみ減量のため、生ごみの水切りについて啓発を行うほか、食品ロス削減の取組み

として、食材の使いきり、料理の食べきりを加えた「3キリ運動」を推進します。 

 

個別施策１-１-③ プラスチックごみの発生抑制 

○ワンウェイプラスチックごみの発生抑制 

レジ袋の有料化に伴い、マイバッグの使用促進や過剰包装などを断る（リフューズ）

ことにより、ワンウェイプラスチックごみの発生を抑制します。 

○プラスチック・スマートの推進 

環境省が進める「プラスチック・スマート」キャンペーンを踏まえ、世界的な海洋

プラスチック問題の解決に向けて、市民・事業者などの主体が連携・協力して、ごみ

拾いイベントへの参加やマイバッグ、マイボトル、キャップリサイクルなどの取組み

を進めることを支援します。 

 

個別施策１-１-④ 行政による減量・リサイクルの促進 

○ごみの排出・収集方法の検討 

より効果的・効率的なごみ処理を行うため、ごみ排出量・組成等の推移をもとに、

ごみの排出方法や収集方法、集積所のあり方について検討します。 

○4R の推進に関する普及啓発の継続 

4R（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）をさらに推進するために、

市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を果たすことができるよう、情報発信や

普及啓発活動を継続します。 

○施策の進捗状況の情報発信 

市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を果たすためには、施策の進捗状況を

確認しながら取り組んでいく必要があるため、施策の進捗状況について情報発信を行

います。 
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ごみの資源化にあたっては、地域が一体となって取り組むことが重要です。 

集団資源回収は、市民の自主的なリサイクル活動であり、市の行政回収と比較

して少ない経費で質の高い資源を回収することができるだけでなく、地域のコミ

ュニティづくりの推進やごみ減量への意識啓発の場としても有効な取組みです

が、少子化による子ども会などの活動停止や高齢化による自治会などの担い手不

足などの課題に対応していくことが求められています。 

また、廃棄物減量等推進員は、ごみに関する地域のアドバイザーとして、分別

及び排出方法の普及啓発活動を実施するとともに、市とのパイプ役を担ってお

り、地域の特性や時代に即した活動内容へと見直すことが重要です。 

 

個別施策１-２-① 集団資源回収の見直し及び活性化 

○集団資源回収の見直し 

少子化による子ども会などの活動停止や団体の高齢化による担い手不足、古紙の市

況価格の下落により回収業者の買取価格が逆有償になるなどの課題があるため、今後

も市民が安心して集団資源回収を継続できる仕組みを検討します。 

〇未実施地域での活動促進 

集団資源回収の未実施地域の現状を把握し、未実施地域において新たに活動する団

体を増やします。また、一定程度まとまった量のごみ・資源が排出される集合住宅な

どには重点的に集団資源回収への参加を提案します。 

 

個別施策１-２-② 分別ルールの徹底 

○資源物の分別徹底 

自治会などに行政職員が出向き、ごみ減量・リサイクルに関する説明を行うととも

に、資源物の分別徹底の啓発活動を継続します。 

○排出禁止物等の適正処理の周知 

市では処理できない家電品目や排出禁止物等について、民間の処理業者による適正

な処理方法を周知します。 

 

個別施策１-２-③ 生ごみリサイクルの普及 

○生ごみリサイクルの普及 

非電動型生ごみ処理器「越谷キエーロ」により生ごみをたい肥にリサイクルする普

及活動を進めます。 

  

施策１-２ 地域一体となった資源化の促進 
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個別施策１-２-④ 廃棄物減量等推進員制度の見直し 

○廃棄物減量等推進員制度の見直し 

廃棄物減量等推進員が地域と行政のパイプ役として、また、ごみに関する地域のア

ドバイザーとして、ごみの減量・資源化や分別・排出方法の普及啓発を行っています。 

今後は、さらなるごみの減量・資源化を推進するために、地域の特性や時代に即した

活動内容へと必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

リチウムイオン電池、モバイルバッテリーによる火災について 

 
 

コラム 

リチウムイオン電池等が原因と考えられる火災が全国的に問題となり、本市において

もごみ収集車やごみ処理施設内での火災が度々発生しております。近隣自治体では火災

によるごみ処理施設の設備への被害が甚大であり、数日間ごみ収集を停止する事態が発

生しております。火災を防ぐために本市においては、リチウムイオン電池等は「危険ご

み」に、電池を取り外せない機器は、本体ごと「燃えないごみ」に出していただくよう、

引き続き周知・啓発してまいります。 

◆ごみ収集車の火災 ◆発火したリチウムイオン電池 
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食品ロスの削減については、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に掲げられ、国

が定める「第五次循環型社会形成推進基本計画」において令和１２年（2030 年）

までに半減するという目標が定められており、全国的にも重要性の認識が高まっ

ています。 

農林水産省の調査によると、食べられるにもかかわらず廃棄される食品、いわ

ゆる食品ロスは、令和５年度（2023 年度）の日本国内では 464 万トンと推計さ

れ、このうち、家庭から排出される食品ロスは 233 万トンと推計されています。 

また、埼玉県清掃行政研究協議会が平成３０年（2018 年）３月に行った家庭ご

み中の食品ロス排出状況調査では、本市の平成２８年度（2016 年度）における食

品ロス量は年間 7,975 トンと推計されています。 

こうした中、国は令和元年（2019 年）に、「食品ロスの削減の推進に関する法

律」（以下、食品ロス削減推進法という）を制定し、国、地方公共団体等の責務を

明らかにするとともに、基本方針の策定その他食品ロスの削減に関する施策の基

本となる事項を定めること等により、食品ロスの削減に向けた取組みを進めてい

ます。 

このようなことから、ごみの減量をさらに進めるためには、食品ロス削減に取

り組むことが重要であり、市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責務を認識し、

市民は消費者としての取組み、事業者は食品ロスを生じさせない取組み、行政は

その仕組みづくりと普及啓発の取組みが必要です。 

なお、食品ロス削減の項目及び食品ロス削減の目標値については、食品ロス削

減推進法第 13 条に基づき、市の区域内における食品ロスの削減の推進を図るた

めに、食品ロス削減推進計画として定めます。 

 

個別施策１-３-① 家庭における食品ロスの削減 

○消費者による適正量購入等の推進 

消費者は、事前に家にある食材をチェックし期限表示を理解の上、使用時期を考慮

し（手前取り、見切り品等の活用）、使い切れる分だけ購入する意識の啓発を進めます。 

○フードドライブ等による未利用食品の有効活用（回収拠点の拡充、災害救助

物資の有効活用など） 

食品ロス削減の一環として、家庭で眠っている食品をリサイクルプラザ等へ持ち寄

っていただき、市内の子ども食堂へ提供するフードドライブ事業等を行います。 

 

  

施策１-３ 食品ロスの削減 

今後更新予定 
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個別施策１-３-② 事業者による食品ロスの削減 

○小売業者等による量り売りや小分け売りなどの推進 

小売業者や飲食店などでの食べ残しを減らすために、小盛りやハーフサイズメニュ

ーの提供等の取組みを推進します。 

○「彩の国エコぐるめ協力店」の登録促進 

県と連携し、「彩の国エコぐるめ協力店」への登録を促進することで、飲食店から排

出される食品ロスの削減を推進します。 

 

個別施策１-３-③ 食品ロスの削減に関する普及啓発の強化 

〇食品ロス削減月間における啓発の実施 

「全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会」と連携し、１０月３０日の食品

ロス削減の日を含む１０月の食品ロス削減月間に「食べきり運動」等を推進し、食品

ロスを削減することを目的として、「おいしい食べ物をおいしく楽しく食べきる」こと

を市民に啓発します。 

○消費期限や賞味期限の正しい認識の周知 

消費や購買行動への影響を踏まえ、市民（消費者）の消費期限・賞味期限について

の正しい理解を促進することにより、食品ロスの削減を推進します。 

○民間企業と協働した「エコ・クッキング教室」の実施 

買い物から調理、後片付けまでの一連の流れの中で、計画的な食材購入や保管・調

理方法の工夫などを実践する“食材を無駄にせず、ごみをできるだけ出さない”「エコ・

クッキング教室」を民間企業と協働して取り組みます。 

〇食べきり 15（いちご）タイムの啓発 

宴会では家庭での夕食と比較し、1 人 1 食当たり約 4 倍の食品ロスが発生している

ことを周知し、宴会のラスト 15 分は「残さず食べ切ろう」を目標に食べきりタイムを

設けることで食品ロスの削減を啓発します。 

〇食育推進事業を通じた食品ロス削減を実践する担い手の育成の検討 

小・中学校の教育機関と連携し、給食の食べ残し等の食品ロス削減に対する意識の

啓発を推進します。 
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ＳＤＧｓは国連で採択され、我が国としても積極的な参加を位置づけている世

界的な目標となっています。令和１２年（2030 年）とされているＳＤＧｓの目標

年も本計画と同時期となります。特に、ＳＤＧｓを受けて日本が具体的に取り組

むとした項目の中に、循環型社会の構築、食品廃棄物の削減や活用、海洋ごみ対

策の推進等が含まれており、本市としても国際的な動きや国の考え方を注視しな

がら、自治体の一つとして、貢献できるように取り組むことが重要です。 

 

個別施策１-４-① ＳＤＧｓの理解促進・行動変革の推進 

○環境に配慮した消費活動・暮らし方などの啓発及び環境教育の推進 

一人ひとりのごみ減量・リサイクル推進の取組みが持続可能な社会づくりにつなが

ることや、環境に配慮した消費活動・暮らし方が、プラスチックごみの問題や食品ロ

スの削減など、廃棄物をめぐる課題を解決する糸口になることを学ぶことができる環

境の整備を進めます。 

○学校等におけるリサイクル学習の支援 

小中学校の環境学習用資料「しらこばと」の作成を支援し、子どもの頃からごみに

対する問題意識を持つよう働きかけを行います。 

○学校等におけるキャップリサイクルの取組支援 

小中学校における学校等でのキャップリサイクルの取組みなど、リサイクル活動の

支援を継続するとともに、子どもの学校活動を通じ、家庭でも同様のリサイクル活動

を実践するよう促します。 

 

個別施策１-４-② ごみ減量・リサイクルの普及啓発など情報発信の充実 

○情報発信の充実 

市民や事業者の行動変容を効果的に促すため、専門家、ボランティア、地域団体や

市民活動団体等と連携しながら、ごみ減量・リサイクルに関する情報発信を充実させ

ます。 

○リサイクルプラザ等を活用した環境イベント等の開催 

リサイクルプラザ等の啓発施設を活用した修理体験やリユース品の販売、工場施設

見学等の環境イベント等を通して、ごみ減量・リサイクルの啓発に努めます。 

  

施策１-４ ＳＤＧｓの理解促進と行動変革 
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個別施策１-４-③ 正しい分別ができない方への周知啓発 

○正しい分別ができない方へのごみの適切な分別方法等の周知啓発 

ごみの分別・排出になじみの薄い外国人の住民が増加していることや、国内でも自

治体ごとに分別・排出のルールが異なっていること、学生をはじめとする若年層は、

ごみ減量・4Rに関する施策の認知度が低いことなどを踏まえ、多言語のパンフレット

やごみ分別アプリなどの活用、大学などと連携した周知啓発を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出張講座、体験学習などの取組み 

 
 

コラム 

リサイクルプラザを活用した修理体

験教室やリユース品の販売、工場施設見

学等の環境イベントの開催だけではな

く、小学校や保育所での清掃車の体験学

習や、廃棄物減量等推進員による小学校

への出張講座など、様々な機会をとらえ

て、ごみ減量・リサイクルに関する学習

支援を行っています。 

 ◆保育所での清掃車の体験学習 

◆小学校での出張講座 ◆リサイクルプラザでの修理体験教室 
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基本方針２ 排出事業者等による主体的なごみの減量・資源化の促進 

 

 

 

 

本市の事業系ごみの排出量は横ばい傾向であることから、排出事業者や一般廃

棄物収集運搬許可業者に対し、ごみの排出抑制や分別の徹底について意識啓発を

より一層行い、指導を徹底していくことが重要です。 

また、事業系ごみは、排出者責任のもとに処理・資源化されることが大原則で

あるため、事業系ごみの発生抑制・減量の取組みをさらに推進し、削減を図るこ

とが重要です。 

 

個別施策２-１-① 事業者によるごみ減量・リサイクル活動の促進 

○店舗利用者等へのごみ減量啓発の推進 

スーパー等の小売店や各種団体が協力して市民にマイバッグ、マイ箸等の利用を呼

びかけ、ごみの減量を促進します。 

○店頭回収の促進 

スーパー、コンビニなどが店頭の回収ボックスなどで行っている資源物の自主回収

の取組みを促し、これらの運動を広報する等、活動を支援します。 

○先進事例の情報提供と意識啓発 

事業者における特色あるごみ減量・リサイクル活動について、広く情報提供し、他

事業者での実践を促します。 

○食品リサイクルの普及促進 

食品廃棄物の発生抑制と減量、再生利用の促進を目的とした食品リサイクル法の施

行に伴い、食品リサイクル事業への参入を検討している事業者について情報収集する

とともに、食品リサイクルの推進体制の整備を検討します。 

○古紙の資源化促進、オフィス・ペーパー・リサイクル越谷の推進 

事業系ごみのうち、リサイクル可能なオフィス古紙、機密文書の古紙の資源化を促

進し、事業系ごみの減量を図ります。 

市内の企業が連携し、オフィスから発生する古紙の回収による資源化への取組みを

通じ、リサイクルの社会的な拡大・定着を図ります。 

 

  

基本的施策 

施策２-１ 事業系ごみの減量・資源化の促進 
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～オフィス・ペーパー・リサイクル越谷～ 

 
 

個別施策２-１-② 過剰包装の自粛の要請 

○過剰包装の自粛の要請 

商品の過剰包装をできるだけ自粛するよう、スーパー等の小売店や各種団体に要請

します。 

 

個別施策２-１-③ 拡大生産者責任の提唱 

○国等への要望 

拡大生産者責任の考えに基づき、生産者や販売者へ流通・販売等の各段階における

ごみの発生抑制の取組みや自主的な回収を促すため、全国市長会などを通して国等へ

要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コラム 

１ 活動内容 

 平成５年（1993 年）７月に発足し、

継続的な取組みをしています。オフ

ィス内で排出される古紙を分別し

て 1 つの建物毎に 1箇所に集め、共

通の回収便にて毎月原則1～2回（第

2、第 4火曜日を基本とする）巡回回

収しています。分別されたオフィス

古紙は品種別に回収されリサイク

ルされています。 

 

２ 再生可能な古紙 

 上質紙、新聞紙、雑誌・雑紙（書

籍、ポスター等）、段ボール、牛乳パ

ックの 5 種類 
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排出事業者等による主体的なごみの減量・資源化を進めるためには、事業者や

収集運搬許可業者自らがごみの適正処理を理解し、主体的に行うことが重要で

す。そのため、行政は事業者や収集運搬許可業者に減量・資源化を促すために、

指導や搬入物検査を実施することが重要です。また、事業者は排出するごみの種

類及び量を把握し、減量やリサイクルの推進など、ごみの適正排出が求められま

す。 

 

個別施策２-２-① 事業者、収集運搬許可業者への適正排出指導の徹底 

○東埼玉資源環境組合と連携した定期的な搬入物検査の実施 

東埼玉資源環境組合と連携し、定期的な搬入物検査を実施し、資源の分別が不十分

な事業者や排出ルールに違反している事業者に対して、収集運搬許可業者の協力のも

と指導、啓発を実施します。 

○事業系ごみの種別分析による減量の促進 

東埼玉資源環境組合で行われている事業系燃えるごみの組成調査の結果を分析し、

事業系ごみの減量を検討します。 

 

 

  

施策２-２ ごみの適正処理に向けた指導の徹底 



46 

 

 

事業系ごみの減量・資源化を促すために、事業者、消費者ともにメリットのあ

る仕組みを構築し支援することが重要です。そのために、ＳＤＧｓも踏まえた活

動の協力、広報・紹介、コーディネート、補助・助成などの検討が求められます。 

また、食品廃棄物は、生産から廃棄、最終処分までの全体を見通した循環シス

テムとして検討することが重要です。 

 

個別施策２-３-① 減量・資源化マニュアルの作成 

○卸売・小売業者向けの減量・資源化マニュアルの作成 

事業者は、自らのごみの減量・資源化に努めるほか、製造・仕入れ・販売などのあ

らゆる事業活動において、「環境への配慮」「消費者が分別するための配慮」などが求

められているため、卸売・小売業者向けに情報提供するなどして、普及啓発します。 

 

個別施策２-３-② 食品廃棄物の循環システムの構築 

○食品廃棄物の循環システムの構築 

事業所の食品の流通過程や消費段階で生じる売れ残りや食べ残し等の食品廃棄物を

市外施設で資源化する際は、搬入先市町村と事前協議を行い円滑な処理体制を確保す

ることで、食品廃棄物の減量を推進する事業者の取組みを支援します。 

  

施策２-３ 事業者への支援体制の充実 
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基本方針３ 新たなごみ収集・処理システムの構築 

 

 

 

 

今後の少子高齢化の進行など長期展望に基づく市民のライフスタイルの変化

に対応するため、効果的で適正なごみ収集システムの構築の検討が重要です。 

また、国では経済性及び技術的可能性を考慮しつつ、使用された資源を徹底的

に回収し循環利用することを目的として、プラスチックの資源循環を総合的に推

進するための「プラスチック資源循環戦略」に基づく具体的な施策が展開され、

プラスチック資源循環促進法が施行されたことから、プラスチックごみのリサイ

クルについて検討していく必要があります。 

 

個別施策３-１-① ＩＣＴ等を活用した収集運搬体制構築の調査・研究 

○ＩＣＴ等を活用した収集運搬体制構築の調査・研究 

現行の収集運搬の運行管理などの業務効率化について ICT を利用したごみ収集を費

用や効果等の調査を行いながら導入を検討します。 

 

個別施策３-１-② 資源化可能物拡大の検討 

○プラスチックごみのリサイクルに向けた調査・研究 

プラスチックごみのリサイクルについて、先進的な事例や国、民間処理業者の動向

を注視しつつ、調査・研究をします。 

○プラスチックごみ区分の検討 

分別区分については、東埼玉資源環境組合や組合の構成市町と連携しながら、将来

的な分別区分の統一について協議します。 

○資源化可能物拡大の検討 

可燃ごみに含まれる雑紙などのさらなる資源化を推進した上で、他自治体や先進的

な事例などの取組みを参考に、東埼玉資源環境組合を構成する各市町と連携し、新た

な資源化可能物の拡大に向けた調査・研究をします。 

  

基本的施策 

施策３-１ 長期展望に基づく収集・処理システムの検討 
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今後、さらに一人暮らしの高齢者等の増加が見込まれることから、市民のニー

ズを的確に捉えながら、ごみ出しに関する新たな支援の必要があり、屋内から粗

大ごみなどの持ち出しを行うサポートなどを検討することが重要です。 

また、高齢化による要介護者の増加に伴う在宅医療廃棄物や使用済み紙おむつ

の排出量増加に対応するため、医療機関、収集運搬業者等の関係機関との連携・

協力のもと、収集・処理方法のあり方について検討することが求められます。 

 

個別施策３-２-① ふれあい収集の継続及び強化の検討 

○ふれあい収集の継続及び強化の検討 

現行のふれあい収集の内容に加え、屋内から粗大ごみなどの持ち出しを行うサポー

トなど、ふれあい収集の拡充を検討します。 

 

個別施策３-２-② 簡易版のごみ分別ガイド作成の検討 

〇ごみ排出方法の内容を簡略化した分別ガイド作成の検討 

ごみの分別排出を促進するため、ごみの分別や排出方法をイラスト等により簡略化

し、分かりやすくした分別ガイドの作成を検討します。 

 

個別施策３-２-③ 使用済み紙おむつ対策の検討 

○使用済み紙おむつの資源化の検討 

使用済み紙おむつの資源化について、調査・研究します。 

 

個別施策３-２-④ 遺品整理などに伴う、一時多量ごみへの対応の検討 

○遺品整理などに伴う、一時多量ごみへの対応の検討 

遺品整理などの際には、ごみや資源物が大量に排出されるだけでなく、家具や家電

など再使用可能なものも多く排出されることが想定されることから、こうした状況に

対応するため、収集運搬許可業者、整理業者やリユース業者等との連携した対応につ

いて検討します。排出者に対しては、排出方法などをごみ分別アプリ等を通じて、適

切な処理の周知を行います。 

  

施策３-２ 超高齢社会に対応した環境整備 
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指定袋制度とごみ処理有料化の違い 

 
 
指定袋制度 

ごみ処理に関する手数料を徴収せず、市

が指定する一定の規格（サイズ、色）を有

するごみ袋（指定袋）を購入し、使用をお

願いするものです。 

収集や処理の費用を袋代に加えていま

せんが、袋を指定することで、分別や減量

が促進されます。 

 

 

限られた財源でごみを処理するにあたり、ごみ処理経費の適正化が重要である

ことから、市民がごみの排出量やごみ収集の経費を確認できるよう、ホームペー

ジ等における情報発信が必要です。 

また、指定袋制度や家庭系ごみの処理有料化について、制度内容の周知並びに

理解促進を図るとともに、指定袋制度や家庭ごみの有料化の導入について必要性

を検討します。 

 

個別施策３-３-① ごみ処理に係る費用負担の検討 

○ごみ処理に係る費用負担の検討 

ごみの発生抑制・排出抑制や再生利用の推進、また負担の公平性の確保等の効果と、

市民の負担増、社会的弱者に対する配慮などの課題を踏まえ、東埼玉資源環境組合を

構成する各市町と連携しながら指定袋制度及びごみ処理有料化の導入の調査・研究を

します。 

 

個別施策３-３-② 計画の進捗状況等の情報発信・周知の徹底 

〇ごみ処理量やごみ処理費用等の情報発信・周知の徹底 

定期的にごみ処理量やごみ処理費用等の情報を公開し、市民にごみ処理費用に対す

る意識を高めてもらうよう取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策３-３ 指定袋制度及びごみ処理有料化の検討 

コラム 

ごみ処理有料化 

ごみ処理に関する経費を手数料として

上乗せした、市が指定するごみ袋などを購

入し、経費の負担をお願いするものです。 

収集や処理の費用を袋代に加えること

により、市民のみなさんにごみを排出する

コスト意識を持っていただき、分別や減量

が促進されます。 

袋の価格のみ 袋の価格＋ごみ処理手数料 
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快適な都市環境を確保し、清潔できれいなまちづくりを進めるためには、地域

ぐるみのきれいなまちづくり、不法投棄等の防止、空き缶・ペットボトル・吸い

殻等のポイ捨て及び飼い犬のフンの放置の防止などを推進することが重要です。 

海洋プラスチックごみ問題は、海だけの問題として捉えられがちですが、街中

で発生したプラスチックごみは河川を通して海に流れ込んでおり、その解決には

陸上での対策が大変重要です。 

ごみ集積所については、排出ルール違反や資源物の持ち去りなど、管理運営上

の問題が発生しています。また、カラス等によるごみの散乱対策も必要となって

います。 

 

個別施策３-４-① 地域ぐるみのきれいなまちづくりの推進 

○地域清掃活動の推進 

自治会清掃や市内清掃美化運動等を支援します。 

〇ごみ集積所の維持・管理の推進 

排出ルール違反については、看板の設置や警告シールの貼付などのきめ細かい指導

を行います。また、カラス等によるごみの散乱対策として、防鳥ネットの貸し出しに

加え、新たな対策として折り畳み式のネット回収ボックスの導入を検討します。 

 

個別施策３-４-② 不法投棄・資源物持ち去りの防止 

○不法投棄・資源物持ち去り対策の連携強化 

引き続きパトロールを充実させ、啓発看板の設置や関係機関との連携を強化して、

不法投棄・資源物持ち去りを防止します。 

悪質なケースについては、警察とも連携して、厳格に対応します。 

○不法投棄対策 

広報などで不法投棄防止のための定期的な啓発や看板設置などの対策を行うととも

に、他の取組事例なども調査し、不法投棄させない環境づくりを推進します。 

また、他自治体で運用しているアプリを活用した、市民から情報を受けることがで

きるシステムを活用し、不法投棄対策を推進します。 

 

個別施策３-４-③ 越谷市まちをきれいにする条例の普及 

○越谷市まちをきれいにする条例の普及 

「越谷市まちをきれいにする条例」の普及を図ることで、ポイ捨て等を防止し、地

域美化を進めます。  

施策３-４ きれいなまちづくりの推進 
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大規模災害時において、短期間に大量に発生する災害廃棄物等を円滑に処理す

るために、市民・事業者・行政が協力し、平時から十分な対策をしておく必要が

あります。 

特に、廃棄物の広域処理を図るため、近隣市町等との連携体制や、災害廃棄物

の排出場所・収集方法・仮置き場等の処理対策について検討し、災害時の廃棄物

処理が迅速に行えるよう、取組みが必要です。 

 

個別施策３-５-① 災害廃棄物処理計画や業務マニュアルの見直し 

○災害廃棄物処理計画の見直し 

近年発生した災害における、他自治体の災害廃棄物等の処理状況を把握し、本市で

定める「越谷市災害廃棄物処理計画」における仮置き場の運営方法や処理フロー等の

見直しを行います。 

○災害廃棄物処理マニュアルの見直し 

「災害廃棄物処理マニュアル」について、訓練の実施結果等を踏まえ、大規模災害

発生時に迅速な対応を行えるよう、見直しを行います。 

 

個別施策３-５-② 災害廃棄物処理への備え 

○関係機関との情報連絡体制の確保 

大規模災害の発生時には、情報収集・連絡等が迅速かつ的確に行われるよう、関係

行政機関、業界団体等との緊密な情報連絡体制の確保を図ります。 

○災害廃棄物処理体制の構築 

市民、事業者、行政による災害等を想定した訓練の実施など、災害廃棄物処理体制

の構築を図ります。 
 

■災害廃棄物等処理における各主体の取組み 

市民の取組み ●災害時のごみ排出方法の平時からの理解 

 ●災害廃棄物等の排出ルールに基づく訓練の実施 

事業者の取組み ●災害廃棄物等の排出ルールに基づく訓練の実施 

 ●災害時の情報収集及び情報共有手段の確保の検討 

行政の取組み ●災害廃棄物等の処理方法の検討 

 ●災害廃棄物等の排出ルールに基づく訓練の実施 

 ●災害時の情報収集及び情報共有手段の確保 

 ●仮置き場の確保に向けた検討 

 ●災害廃棄物等の収集・処分体制の構築 

 

  

施策３-５ 災害廃棄物等処理体制の強化 
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個別施策３-５-③ 災害時のごみの排出方法等の広報 

○平時からの市民・事業者への周知啓発 

災害廃棄物等の処理を適正に進めるためには、市民や事業者の理解と協力は欠かせ

ません。このため、平時から災害廃棄物等の排出ルールについて、市民や事業者の理

解を得られるよう周知啓発します。 

○仮置き場への排出方法等の適切な案内の検討 

大量に発生する片づけごみについては、災害時の公衆衛生や道路上の安全を確保す

る観点から、仮置き場への排出方法等を適切に案内できるよう検討を進めます。 
 

■災害時のごみ排出方法の各主体の取組み 

市民の取組み ●災害時のごみ排出方法の平時からの理解（再掲） 

事業者の取組み ●災害時の情報収集及び情報共有手段の確保の検討（再掲） 

行政の取組み ●平時からの片づけごみの排出方法や仮置き場での分別（コ

ンクリート、木くず、金属くず等）に関する情報提供 

 ●災害時の情報収集及び情報共有手段の確保（再掲） 

 ●災害時におけるごみ排出方法等の情報共有手段の検討 

 

個別施策３-５-④ 災害廃棄物収集運搬等に係る事業者との協力体制の構築 

○災害廃棄物収集運搬等に係る事業者との協力体制の構築 

災害時におけるごみの収集・処分及び家屋を解体した際に生じるがれき等の災害廃

棄物等の処理を迅速かつ円滑に対応できるよう、民間事業者との協力体制の構築を図

ります。 

 

個別施策３-５-⑤ 他自治体等との相互支援体制の強化 

○東埼玉資源環境組合を構成する各市町との相互支援体制の強化 

東埼玉資源環境組合を構成する各市町との連携及び相互支援体制を強化することに

より、災害廃棄物等の迅速な処理体制及び支援体制の構築を図ります。 

○埼玉県清掃行政研究協議会の協定を活用した相互支援体制の強化 

埼玉県清掃行政研究協議会とその会員である県、市町村及び関係一部事務組合で、

災害発生時における一般廃棄物及び災害廃棄物の処理の相互支援に関する協定を締結

していることから、引き続き迅速な処理体制及び支援体制の構築を図ります。 

○大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会の活動による相互支援体制の強化 

大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会の活動を通して、国・県及び他自治体

との災害廃棄物処理に係る情報共有や広域連携を図ります。  
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第２節 ごみ処理の数値目標 

（１）施策効果を反映したごみ総排出量の推計 

過去の人口、ごみや資源の排出量等を基に推計を行い、施策による削減効果を

反映して推計した結果を図６-１のとおり示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６-１ ごみ総排出量の将来推計結果（施策効果を反映した場合） 
 

（注）本書における図表内の数値については、端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

 

(２)数値目標の設定 

ごみ処理の基本となる「数値目標」を、施策効果を反映した推計結果に基づき

以下のとおり設定します。 

 

表６-１  本計画の実績値と目標値 

項目 単位 

H31･R1 

（2019） 

実績値 

R6 

(2024) 

実績値 

R12 

(2030) 

目標値(注) 

１ 1 人 1日当たりのごみ焼却量 ｇ/人･日 ７００ ６３６ ５８０ 

２ 最終処分量 ｔ/年 ７,６６８ ６,６６７ ５,８００ 

３ リサイクル率 ％ １７.７ １７.５ ２５.０ 

４ 家庭から排出される食品ロス量 ｔ/年 ８,０４７ ７,１００ ５,８００ 

 

（注）目標値は予測値以上の減量をめざして設定しています。 
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前計画においては、国が策定した第四次循環型社会形成推進基本計画に基づ

き、「１日 1 人当たりのごみ排出量」や「１日 1 人当たりの家庭ごみ排出量」、

「事業系ごみ排出量」の３つの指標を用いて本市の目標値を設定していました。   

第五次循環型社会形成推進基本計画においては、これまで焼却処理に回され

ていた資源の活用に着目し、循環利用への移行に伴う焼却量の変化を把握する

ために、前述の３つの指標が「１日 1 人当たりのごみ焼却量」に見直しされた

ことにより、本計画においても「１日 1 人当たりのごみ焼却量」を指標とし目

標値を設定します。 

ごみ焼却量を削減するためには、可能な限り燃えるごみの中から資源ごみを

取り除き、資源を循環させるライフスタイルへの転換が重要です。 

今後は、プラスチック資源の回収・リサイクルの実施や、資源物の店頭回収

を行っているスーパー等の情報を周知し、市民の資源物の排出方法を拡大する

ことで、令和１２年度（2030 年度）までに 1 人 1 日当たりのごみ焼却量を 636

ｇ/人・日（令和６年度（2024 年度）実績）から 580ｇ/人・日に約 9％削減しま

す。（図６-２参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６-２ 1 人 1 日当たりのごみ焼却量 

  

目標１ 1 人 1 日当たりのごみ焼却量を 580ｇ/人・日に削減する 
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燃えるごみの削減や燃えるごみの焼却処理から発生する焼却灰等の資源化、燃

えないごみの削減を積極的に推進することで最終処分量の削減に努め、令和１２

年度（2030 年度）までに最終処分量を 6,667ｔ/年（令和６年度（2024 年度）実

績）から 5,800ｔ/年に約 13％削減します。（図６-３参照。） 

 

図６-３ 最終処分量の目標値 

 

 

 

ごみの資源化には、分別を適切に実施することが重要となります。 

このため、分別の徹底を呼びかける啓発活動や、資源物を排出しやすい環境づ

くりに取り組むことで、令和１２年度（2030 年度）までにリサイクル率を 

17.5％（令和６年度（2024 年度）実績）から 25％に約 7.5 ポイント引き上げま

す。（図６-４参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６-４ リサイクル率の目標値 

  

目標２ 最終処分量を 5,800ｔ/年に削減する 

目標３ リサイクル率を 25％に引き上げる
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家庭での食品ロス削減の取組みの効果は・・・ 

 

家庭から排出される食品ロス量を削減するためには、1 人 1 人が食べ物を無駄

にしない意識を持つことが重要です。 

今後も、食品ロス削減の必要性について普及啓発を行い、食品の適正量の購入

等を推進することで、令和１２年度（2030 年度）までに家庭から排出される食品

ロス量を 7,267ｔ/年（令和６年度（2024 年度）実績）から 5,800ｔ/年に約 20％

削減します。（図６-５参照。） 

 

図６-５ 家庭から排出される食品ロス量の目標値 
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目標４ 家庭から排出される食品ロス量を 5,800ｔ/年に削減する 

食品ロスを計量することで、約 2

割の食品ロスを減らすことができ

ます。また、食品ロスを減らす取組

みをすることで、約 4割の食品ロス

を減らすことができます。 

 

出典：消費者庁ウェブサイト

（https://www.caa.go.jp/policies/pol

icy/consumer_policy/information/food

_loss/pamphlet/） 

 

コラム 

https://www.caa.go.jp/policies/pol
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第３節 ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

（１）収集運搬計画 

生活系ごみの収集運搬は、直営ないし委託業者にて行います。 

事業系ごみについては、自らの責任において適正に処理することを基本原則と

しますが、本市で処理処分可能なごみに限り受け入れることとし、収集運搬は許

可業者もしくは直接搬入にて行うこととします。 

 

表６-２ ごみの収集区分と収集運搬体制 

分類 項目 収集運搬担当 収集方式 排出形態 収集回数 

生活系ごみ 

燃えるごみ 市 ステーション 袋 週２回 

ペットボトル 市 ステーション カゴ 隔週 

白色トレイ 市 ステーション カゴ 隔週 

古着類 市 ステーション 袋 隔週 

古紙類 

新聞 

市 ステーション ひも結束 

隔週 

雑誌 隔週 

段ボール 隔週 

牛乳パック 隔週 

雑紙 隔週 

雑紙 市 拠点回収 － － 

燃えないごみ 市 ステーション カゴ 隔週 

缶 市 ステーション カゴ 隔週 

びん 市 ステーション カゴ 隔週 

粗大ごみ 市 戸別 － 
随時 

（申込制） 

危険ごみ 市 ステーション カゴ 隔週 

粗大ごみ 

せん定枝・刈り草 

直接搬入 

（排出者） 
－ － 随時 

事業系ごみ 

一般廃

棄物 

燃えるごみ 許可業者 － － － 

せん定枝 

（公共施設） 

許可業者 
直接搬入 － － － 

資源物 

（食品循環資源等） 
許可業者 － － － 

産業廃棄物 許可業者 － － － 

 

  



58 

（２）中間処理計画 

①燃えるごみ、せん定枝・刈り草 

燃えるごみ、せん定枝・刈り草については、東埼玉資源環境組合に搬入して

中間処理を行います。 

燃えるごみは、第一工場ごみ処理施設において焼却処理を行います。焼却処

理に伴って発生する熱を利用した発電や熱供給を行っており、焼却灰等の一部

は再生利用します。 

せん定枝・刈り草は、堆肥化施設において堆肥化し、有機栽培や緑化の推進

に有効活用します。 

 

②燃えないごみ 

燃えないごみは越谷市リサイクルプラザに搬入して破砕処理し、資源を選別

した後、可燃残さは東埼玉資源環境組合にて焼却処理し、不燃残さについては

埋立処分します。 

 

③資源ごみ 

ア 古紙類（新聞、雑誌、段ボール、牛乳パック、雑紙）、ペットボトル、古着

類、白色トレイ 

家庭から排出される古紙類、ペットボトル、古着類、白色トレイについて

は、民間の再生事業者に引き渡して資源化します。 

また、事業所から排出されるごみについては、事業者の責任で適切にリサ

イクルするよう指導を行います。 

 

イ 缶、びん、危険ごみ、粗大ごみ 

缶、びん、危険ごみ、粗大ごみについては、越谷市リサイクルプラザに搬

入して破砕・選別処理を行い、資源は民間の再生事業者に引き渡して資源化

します。不燃残さについては埋立処分します。 

 

ウ 雑紙、小型家電（拠点回収分） 

市の公共施設で雑紙、小型家電の拠点回収を実施します。 

拠点回収した雑紙、小型家電は、他の古紙類や小型家電と同様、民間の再

生事業者に引き渡して資源化します。 
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（３）最終処分計画 

東埼玉資源環境組合における燃えるごみの焼却処理後の残さは、組合の第二最

終処分場（エコパーク吉川「みどり」、現在は搬入を行っていません）と県内及び

県外の最終処分場において埋立処分します。 

越谷市リサイクルプラザでの不燃残さについては、埼玉県環境整備センターに

おいて埋立処分します。市の所有する越谷市一般廃棄物最終処分場には、県の最

終処分場を優先的に使うため、当分の間、搬入は行いません。不燃残さ量は大き

く変化しないと見込まれますが、最終処分量の削減を図るためにもごみの排出抑

制・資源化に努める必要があります。 

なお、埋立処分量の推移に応じて、適切な時期に施設の整備について関係機関

と連携して検討します。 
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第４節 ごみの処理施設の整備に関する事項 

(１)中間処理施設 

ごみの中間処理を実施するための東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設・

堆肥化施設及び越谷市リサイクルプラザの処理能力、処理方式等は表６-３～ 

６-５のとおりです。 

 

表６-３ 東埼玉資源環境組合 第一工場ごみ処理施設 

項 目 内 容 

設 置 主 体 東埼玉資源環境組合 

所 在 地 埼玉県越谷市増林三丁目２番地１ 

敷 地 面 積 ４５,８７５.４４ｍ２（堆肥化施設を含む） 

竣 工 平成７年９月 

焼却能力及び処理方式 
８００ｔ/日（２００ｔ/日・炉×４炉） 

全連続燃焼式機械炉 

焼却灰溶融処理能力及び処理

方式 

１６０ｔ/日（８０ｔ/日・炉×２炉（１炉予備）） 

アーク式電気溶融炉 

発電設備能力及び発電方式 
２４,０００ｋＷ（１２,０００ｋＷ/基×２基） 

抽気復水タービン空冷式 

余 熱 利 用 
蒸気タービンによる発電、場内熱供給、給湯及び

場外への熱供給 
 
 

表６-４ 東埼玉資源環境組合 堆肥化施設 

項 目 内 容 

設 置 主 体 東埼玉資源環境組合 

所 在 地 埼玉県越谷市増林三丁目２番地１ 

敷 地 面 積 ７,８００ｍ２ 

竣 工 平成１１年９月 

処 理 能 力 

一次破砕機 ４.５t/hr（破砕後サイズ：１２０ｍｍ程度） 

二次破砕機 ３.０t/hr（破砕後サイズ：５０ｍｍ程度） 

三次破砕機 ０.９t/hr（破砕後サイズ：２５ｍｍ程度） 
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表６-５ 越谷市リサイクルプラザ 

項 目 内 容 

設 置 主 体 越谷市 

所 在 地 埼玉県越谷市大字砂原３５５番地 

敷 地 面 積 ９,６８４.０２ｍ２ 

竣 工 
平成１８年 ３月（資源化施設） 

平成１９年１０月（啓発・業務施設） 

処 理 能 力 (注) 

不燃・不燃粗大ごみ ２５.６ｔ/日 

可燃粗大ごみ    ２.８ｔ/日 

びん        １５.２ｔ/日 

缶         ８.０ｔ/日 

危険ごみ      ０.４ｔ/日 
（注）１日５時間稼動としたときの処理能力 

 

 

(２)最終処分場 

東埼玉資源環境組合からの焼却残さ及び越谷市リサイクルプラザからの不燃

残さの埋め立て処分を実施するための、東埼玉資源環境組合一般廃棄物第二最終

処分場（エコパーク吉川「みどり」、現在は搬入を行っていません）・埼玉県環境

整備センター・越谷市一般廃棄物最終処分場（現在は搬入を行っていません）の

埋立面積、計画埋立容量等は、表６-６～６-８のとおりです。 
 

表６-６ 東埼玉資源環境組合 一般廃棄物第二最終処分場 

項 目 内 容 

設 置 主 体 東埼玉資源環境組合 

愛 称 エコパーク吉川「みどり」 

所 在 地 埼玉県吉川市大字高久６６６番地１ 

埋 立 開 始 年  平成１４年４月 

埋 立 対 象 物  溶融スラグ 

埋 立 面 積 ３１,０００ｍ２ 

計 画 埋 立 容 量  １７０,０００ｍ３ 

浸出水処理施設規模 １２０ｍ３/日 
（注）平成３１年４月から第一工場ごみ処理施設の灰溶融処理を休止しており、受入休止中 
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表６-７ 埼玉県環境整備センター 

項 目 内 容 

設 置 主 体 埼玉県 

所 在 地 埼玉県大里郡寄居町大字三ヶ山 大字富田地内 

埋 立 開 始 年  平成元年２月 

埋 立 対 象 物  一般廃棄物及び産業廃棄物 

埋 立 面 積 ９７７,０００ｍ２ 

計 画 埋 立 容 量  １,９３０,０００ｍ３ 

浸出水処理施設規模 ６５０ｍ３/日 
 
 

表６-８ 越谷市一般廃棄物最終処分場 

項 目 内 容 

設 置 主 体 越谷市 

所 在 地 埼玉県越谷市大字砂原１４６番地１ 

埋 立 開 始 年  平成２年６月 

埋 立 対 象 物  破砕選別後の不燃性残さ 

埋 立 面 積 １１,４９４ｍ２ 

計 画 埋 立 容 量  ６０,７３０ｍ３ 

浸出水処理施設規模 ４５ｍ３/日 
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第５節 その他ごみ処理に関し必要な事項 

○廃棄物減量等推進審議会との連携 

市民・事業者等から構成される廃棄物減量等推進審議会を引き続き設け、本計

画の進捗を継続的に確認するとともに、本市の地域特性に応じたごみ減量・資源

化について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

越谷市廃棄物減量等推進審議会とは 

本市では、総合的な廃棄物の減量等に関する事項を審議するため、越谷市

廃棄物減量等推進審議会を設置しています。この審議会に本計画の進捗状

況を毎年度報告し、評価を行います。 

 

コラム 

越谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例（抜粋） 

 

（廃棄物減量等推進審議会） 

第７条 総合的な廃棄物の減量等に関する事項を審議するため、法第５条

の７第１項の規定により越谷市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」

という。）を設置する。 

２ 審議会は、委員１５名以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから

市長が委嘱する。 

（１） 市民及び団体の代表者 

（２） 知識経験者 

（３） 物の製造及び販売等を行う事業者 

（４） 廃棄物の再生等を行う事業者 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場

合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 前３項に定めるもののほか審議会について必要な事項は、規則で定め

る。 
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第６節 計画処理フロー 

令和３年度（2021 年度）～令和１２年度（2030 年度）までの本市におけるご

み処理フローは、図６-６に示すとおりです。 

基本的に、燃えるごみ、燃えないごみ、資源ごみについては、現行の処理・処

分方法を継続します。 

なお、国が推進しているプラスチック資源の総合的な循環施策については、今

後の国の動向を注視し、地域の特性を鑑みながら東埼玉資源環境組合を構成す

る各市町と連携を図り検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６-６ ごみ処理フロー図  
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プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が施行され

ました。 
令和３年（2021 年）に成立した「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律

（プラ資源循環促進法）」は、設計・製造から排出・回収・リサイクルまでライフサイク

ル全体で資源循環を進める包括法で、令和４年（2022 年）４月に施行されました。 

国・自治体・事業者・消費者の役割を定め、特に事業者には設計段階での環境配慮や再

資源化等の取り組みを求めています。 

 

プラスチック資源循環の対象は、 

プラスチック容器包装廃棄物 
お菓子の袋、卵パック、チューブ容器などプラマー

クのつくもの 

プラスチック使用製品廃棄物 
歯ブラシ・バケツ・ちりとり・保存用ポリ袋等、プ

ラスチックのみでできた小型製品 

に大別されます。 

 

市町村は区域内でのプラスチック使用製品廃棄物の分別収集と、分別収集物の再商品化

に必要な措置を講ずる努力義務が課されており、方法は２通りあります。 

法第 32 条「容リルート」 

既存の「容器包装リサイクル法」の仕組みを利用し、

国の指定法人（日本容器包装リサイクル協会）に処

理を委託する方法です。 

全国で使われている実績のある仕組みで、安定した

リサイクルルートが確保できます。 

一方で、自治体は回収後に細かく分けたり、圧縮し

たりする手間が必要で、処理費用は入札価格や全国

的な処理能力の影響を受けます。 

法第 33 条「大臣認定（認定計画）

ルート」 

自治体が自らリサイクル計画を作り、環境大臣など

の認定を受けて、リサイクル事業者と直接契約し処

理を進める方法です。 

地元の事業者と連携しやすく、輸送距離の短縮や費

用削減が期待できますが、計画づくりや安定した処

理体制の確保など、自治体の負担や責任は大きくな

ります。 

 

これらの仕組みは、平成 31 年（2019 年）に策定された「プラスチック資源循環戦略」

が掲げる“３Ｒ＋Renewable”――リデュース（減らす）、リユース（繰り返し使う）、リ

サイクル（再利用）に加え、バイオプラスチックなど再生可能資源への転換――を実現す

るための重要な柱となっています。令和５年度（2023 年度）以降、全国の自治体で一括回

収と再商品化の取り組みが本格化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 
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第１節 計画の位置づけ 

本計画は、廃棄物処理法第 6条第 1項に基づく計画で、市が計画的に生活排水

処理対策を行うため、計画目標年次における市内の生活排水の処理方法や処理施

設の普及の見通し、生活排水処理を行う過程で発生するし尿及び浄化槽汚泥の処

理方法など、生活排水処理に係る基本的な方針及び施策を定めるものです。 

本市の総合的なまちづくりの施策及び事業を方向づける「越谷市総合振興計画」

の分野別計画として、総合計画が定める将来像『水と緑と太陽に恵まれた みん

なが活躍する安心・安全・共生都市』の実現に向け、環境関連の主要施策を定め

る「越谷市環境管理計画」及び廃棄物分野の関連計画である「越谷市一般廃棄物

処理基本計画」とともに、本市の生活排水処理に関するより具体的な施策を定め

ます。 

また、県では、広域的な観点から生活排水処理施設の整備を計画的に進めるた

めの指針として、「埼玉県生活排水処理施設整備構想」を定めており、本計画は同

構想と連携し、広域的な計画との整合のもと、生活排水処理の施策を展開するも

のとします。 

なお、本計画は、これまで生活排水処理を対象とする独立した計画として策定

してきましたが、本計画の改定と一般廃棄物処理基本計画の中間見直しが同時期

となったこと、組織改正による担当部署の再編などを踏まえ、一般廃棄物処理基

本計画との一体化を図ることとしました。 

図７- 生活排水処理基本計画の位置づけ 

第７章 
 

生活排水処理基本計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■分野別計画（環境全般）

越谷市 

総合振興計画 

越谷市 

一般廃棄物処理 

基本計画 

越谷市 

生活排水処理 

基本計画 

埼玉県 

生活排水処理施設 

整備構想 

■生活排水処理の広域的指針 ■分野別計画（廃棄物・生活排水） 

■総合的まちづくり指針 

越谷市 

環境管理計画 

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律 

■根拠法 
埼玉県生活 

環境保全条例 

■根拠条例 

計画一体化 

連携 連携 
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第２節 河川・生活排水の概況 

（1）河川水質の状況 

本市には、元荒川、古利根川、綾瀬川、新方川、中川の一級河川が流れ、また、

葛西用水、末田大用水、谷古田用水など多くの河川用水も流れています。 

市及び県では、河川の水質監視のため主要河川 11 地点と、流入水路 7地点、大

相模調整池 1地点で調査を行っています。 

主要河川の水質測定結果をみると、平成初期以前はＢＯＤの年平均値が環境基

準（ＢＯＤ75％値 5mg/l 以下）を超える河川がありました。近年の公共下水道の

整備進捗等により改善し、主要河川では全て環境基準を達成していますが、引き

続き改善していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７- 主要河川の年平均ＢＯＤの５年間平均の推移  
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（2）生活排水の処理の流れ 

現在、市の生活排水は、「公共下水道」、「合併処理浄化槽」、「単独処理浄化槽」、

「汲み取り」の 4つの形態で処理されています。 

「公共下水道」及び「合併処理浄化槽」では、生活雑排水とし尿を合わせて処

理し、処理水が公共用水域に排水されます。 

「単独処理浄化槽」及び「汲み取り」では、し尿はそれぞれの系統で処理され

ますが、生活雑排水は処理されないまま、直接、公共用水域に排水されることと

なります。令和 3年度の埼玉県環境白書によると、河川の水質汚濁は、生活雑排

水の流入が主な原因と算出されていることから、「単独処理浄化槽」及び「汲み取

り」は、下水道への接続または合併浄化槽への転換が望まれます。 

 

 

 

図７- 生活排水の処理の流れ   

公共下水道 合併処理浄化槽 単独処理浄化槽 汲み取り   

生活排水処理形態 生活排水未処理形態 
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（3）生活排水処理率及び処理形態別人口の推移 

① 生活排水処理人口普及率 

本市の公共下水道の区域で、下水道に接続している人口を「公共下水道人口」

としました。 

公共下水道の区域以外は、合併処理浄化槽により生活排水を処理する区域（以

下「浄化槽処理区域」という。）となり、浄化槽処理区域において合併処理浄化

槽を使用している人口を「合併処理浄化槽人口」としました。 

公共下水道人口と合併処理浄化槽人口を合わせた割合を「生活排水処理人口普

及率」とし、令和 6年度末時点で 89.1％となっています。 

 

 表７-生活排水処理人口・普及率の推移 

 
 

 

 

区分 生活排水 処理形態
H28

（2016）
H29

（2017）
H30

（2018）
R1

（2019）
R2

（2020）
R3

（2021）
R4

（2022）
R5

（2023）
R6

（2024）

公共下水道人口 269,306 271,457 275,958 278,421 280,134 280,064 279,652 279,384 279,535

合併処理浄化槽人口 23,172 23,208 21,915 22,581 23,159 23,659 24,470 26,156 25,102

単独処理浄化槽人口 43,350 43,775 43,039 41,365 39,976 38,997 37,741 35,460 35,779

汲み取り人口 2,860 2,655 2,471 2,315 2,218 1,954 1,781 1,681 1,576

338,688 341,095 343,383 344,682 345,487 344,674 343,644 342,681 341,992

86.4% 86.4% 86.7% 87.3% 87.8% 88.1% 88.5% 89.2% 89.1%

市全域

処理

未処理

合計

生活排水処理人口普及率

下水道担当課と調整中 
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 図７- 生活排水処理人口普及率の推移 

 

市内の下水道区域図及び浄化槽区域（地図は差し替え予定） 
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② 下水道整備区域の処理形態別人口 

 本市の下水道は、土地区画整理事業などの都市基盤整備が進む中、順次、

事業認可を行い、平成 12 年度頃に既成市街地の整備が概成しています。 

現在、西大袋地区土地区画整理事業にあわせ、整備を進めています。 

下水道整備区域では、公共下水道に接続した人口が大部分を占め、令和 6年

度末において区域人口の 96.8％となっています。生活排水未処理である、「単

独処理浄化槽人口」及び「汲み取り人口」は徐々に減少していますが、「単独

処理浄化槽人口」は、令和 6年度末に約 8,000 人あり、公共下水道整備済み区

域において、下水道への接続を促進していく必要があります。 

 

 

表７- 下水道整備区域の処理形態別人口・接続割合の推移 

 

 

 

図７- 下水道整備区域の処理形態別人口の推移  
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（人）

水洗化 合併処理浄化槽 単独処理浄化槽 汲み取り

下水道担当課と調整中 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

公共下水道 269,306 271,457 275,958 278,421 280,134 280,064 279,652 279,384 279,535

合併処理浄化槽 403 375 776 1,012 959 800 998 1,193 499

単独処理浄化槽 12,298 11,657 10,340 9,354 8,991 8,970 8,603 8,027 7,858

汲み取り 753 747 631 582 571 481 425 425 363

小計 282,760 284,236 287,705 289,369 290,655 290,315 289,678 289,029 288,255

合併処理浄化槽 1,974 2,203 2,830 1,302 1,866 1,996 2,251 2,967 303

単独処理浄化槽 4,719 4,556 4,044 1,632 2,437 1,813 1,385 1,290 106

汲み取り 124 92 63 53 46 49 46 75 27

小計 6,817 6,851 6,937 2,987 4,349 3,858 3,682 4,332 436

公共下水道 269,306 271,457 275,958 278,421 280,134 280,064 279,652 279,384 279,535

合併処理浄化槽 2,377 2,578 3,606 2,314 2,825 2,796 3,249 4,160 802

単独処理浄化槽 17,017 16,213 14,384 10,986 11,428 10,783 9,988 9,317 7,964

汲み取り 877 839 694 635 617 530 471 500 390

合計 289,577 291,087 294,642 292,356 295,004 294,173 293,360 293,361 288,691

93.0% 93.3% 93.7% 95.2% 95.0% 95.2% 95.3% 95.2% 96.8%

年度

供用開始公
示済区域
(人）

事業計画
区域
（人）

下水道整備
計画区域
全体
（人）

接続割合
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 ③  浄化槽処理区域の処理形態別人口 

生活排水処理人口普及率を構成する「合併処理浄化槽人口」は徐々に増加し

ていますが、令和 6 年度末において区域内人口の割合で 45.6％と、半数に達

しておらず、まだ、「単独処理浄化槽人口」を下回る状況にあります。 

「単独処理浄化槽」及び「汲み取り」の世帯において、「合併処理浄化槽」

への転換を促進していく必要があります。 

 

 

表７- 浄化槽処理区域の処理形態別人口・合併処理浄化槽普及率の推移 

 

合併処理浄化槽割合：合併浄化槽人口/区域内人口×100％ 

 

 

 

 

  

図７- 浄化槽処理区域の処理形態別人口の推移   

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024)

合併処理浄化槽人口 8,141 9,762 18,309 20,267 20,334 20,863 21,221 21,996 24,300

単独処理浄化槽人口 11,954 10,431 28,655 30,379 28,548 28,214 27,753 26,143 27,815

汲み取り人口 406 399 1,777 1,680 1,601 1,424 1,310 1,181 1,186

区域内人口 20,501 20,592 48,741 52,326 50,483 50,501 50,284 49,320 53,301

合併処理浄化槽割合 39.7% 47.4% 37.6% 38.7% 40.3% 41.3% 42.2% 44.6% 45.6%

年度

8,141 9,762
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（４）し尿・汚泥処理施設 

本市のし尿及び浄化槽汚泥は、東埼玉資源環境組合が運営する第二工場汚泥

再生処理センター「愛称：八條キラリ」にて中間処理として脱水処理等を行い、

汚泥は助燃材として活用しています。 

 

表７- 第二工場汚泥再生処理センター「愛称：八條キラリ」の概要 

所 在 地 埼玉県八潮市大字八條 681 番地 1 

敷 地 面 積 25,884.14 ㎡（本施設建設敷地：約 6,700 ㎡） 

処 理 方 法 固液分離方式 ＋ 水処理方式 ＋ 下水道放流 

固液分離方式：直接脱水処理 

水処理方式 ：担体処理 ＋ 標準脱窒素処理 

建 築 面 積 1,609.40 ㎡ 

延 床 面 積 3,226.92 ㎡ 

処 理 能 力 260kL／日 

発 電 能 力 太陽光発電：35kW 

工   期 着工：平成 28 年 3 月 28 日 完成：平成 30 年 3 月 5 日 

 

 

（５）し尿・浄化槽汚泥の適正な処理の維持 

下表のとおり適正にし尿・浄化槽汚泥の処理をしていきます。 

生活排水処理人口普及率の増加に伴い、汲み取り人口が減少すると推計さ

れるため、し尿運搬委託業者と今後の業務内容について協議・調整していき

ます。 

 

 

表７- 生活排水の処理主体  

区 分 処理対象 処理主体 

処
理
施
設 

公共下水道（管きょ） し尿・生活雑排水 市 

流域下水道・中川水循環センター し尿・生活雑排水 県 

合併処理浄化槽 し尿・生活雑排水 個人・事業者 

単独処理浄化槽 し尿 個人・事業者 

汚泥再生処理センター し尿・浄化槽汚泥 東埼玉資源環境組合 

収集・運搬 し尿・浄化槽汚泥 委託業者・許可業者 
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第３節 前回計画の評価と課題 

（1）計画値に関する評価 

現行の生活排水処理基本計画は、平成 28 年度から令和 7 年度までを計画期間

として、最終年度目標を生活排水処理率 100％に設定しました。 

目標達成に向けた計画値と実績値は、下表・下図のとおりであり、令和 6 年度

時点で生活排水処理率 89.1％と、同年度の計画値を約 10 ポイント下回っており

ます。 

生活排水未処理人口は、令和 6年度において、単独処理浄化槽 35,779 人、汲み

取り 1,576 人が残存しており、令和 7 年度の計画値達成は困難な状況となってい

ます。 

 

 

表７- 前回計画値と実績値の比較 

 

 

 

 
図７- 生活排水処理人口普及率の推移 

生活排水 処理形態
H28

（2016）
H29

（2017）
H30

（2018）
R1

（2019）
R2

（2020）
R3

（2021）
R4

（2022）
R5

（2023）
R6

（2024）
R7

（2025）

公共下水道人口 270,479 273,138 275,796 278,455 281,114 281,368 281,622 281,876 282,130 282,384

合併処理浄化槽人口 25,512 29,182 32,851 36,520 40,189 43,859 47,528 51,197 54,867 58,536

単独処理浄化槽人口 38,624 33,259 27,894 22,528 17,163 13,731 10,298 6,865 3,433 0

汲み取り人口 1,721 1,530 1,339 1,148 956 765 574 383 191 0

336,336 337,109 337,880 338,651 339,422 339,723 340,022 340,321 340,621 340,920

88.0% 89.7% 91.3% 93.0% 94.7% 95.7% 96.8% 97.9% 98.9% 100.0%

公共下水道人口 269,306 271,457 275,958 278,421 280,134 280,064 279,652 279,384 279,535 -

合併処理浄化槽人口 23,172 23,208 21,915 22,581 23,159 23,659 24,470 26,156 25,102 -

単独処理浄化槽人口 43,350 43,775 43,039 41,365 39,976 38,997 37,741 35,460 35,779 -

汲み取り人口 2,860 2,655 2,471 2,315 2,218 1,954 1,781 1,681 1,576 -

338,688 341,095 343,383 344,682 345,487 344,674 343,644 342,681 341,992 -

86.4% 86.4% 86.7% 87.3% 87.8% 88.1% 88.5% 89.2% 89.1% -

区分

前
回
計
画
値

市全域

処理

未処理

合計

生活排水処理人口普及率

実
績
値

市全域

処理

未処理

合計

生活排水処理人口普及率

88.0%

89.7%
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93.0%

94.7%

95.7%

96.8%

97.9%
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100.0%
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87.3%
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90.0%

95.0%

100.0%

H28

（2016）

H29

（2017）

H30

（2018）

R1

（2019）

R2

（2020）

R3

（2021）

R4

（2022）

R5

（2023）

R6

（2024）

R7

（2025）

前回計画推計値 実績値
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（2）施策及びその評価 

市では計画目標の達成、生活排水処理の適正化に向け、以下の施策を展開して

きました。 

 

① 合併処理浄化槽への転換補助 

市では、合併処理浄化槽の普及に向け、浄化槽区域の専用住宅を対象として

既存の「単独処理浄化槽」又は「汲み取り」を合併処理浄化槽に転換する際に、

補助金を交付しています（建築確認申請と伴うものは除く その他条件あり）。 

 

 

 

 表７- 合併処理浄化槽の転換設置に対する補助金額（令和６年度） 

人槽区分 工事費の上限額 撤去費の上限額 配管費の上限額 補助金上限額の合計 

5 人槽 384,000 円 

90,000 円 250,000 円 

724,000 円 

７人槽 462,000 円 802,000 円 

10 人槽 585,000 円 925,000 円 

 

 

 

過去補助実績は、次表のとおりであり、年度平均で 39 基、補助金額の平均

額約 2,960 万円により、合併処理浄化槽への転換を促しました。 

 

 

 

表７- 合併処理浄化槽補助実績（基数・補助金額） 

 

 

 

 

単独 汲み取り 合計 単独 汲み取り 合計 単独 汲み取り 合計 単独 汲み取り 合計

H28
（2016）

10 5 15 13 2 15 1 0 1 24 7 31 24,328,000

H29
（2017）

11 3 14 25 0 25 0 1 1 36 4 40 31,766,000

H30
（2018）

18 7 25 25 1 26 0 0 0 43 8 51 39,674,000

R1
（2019）

19 3 22 24 1 25 1 0 1 44 4 48 37,402,000

R2
（2020）

20 6 26 15 0 15 0 0 0 35 6 41 31,366,200

R3
（2021）

14 4 18 12 0 12 0 0 0 26 4 30 21,036,000

R4
（2022）

23 1 24 14 2 16 0 0 0 37 3 40 28,028,000

R5
（2023）

28 1 29 9 0 9 0 0 0 37 1 38 27,944,000

R6
（2024）

16 4 20 12 0 12 1 0 1 29 4 33 24,759,000

年度平均 18 4 21 17 1 17 0 0 0 35 5 39 29,589,244

補助金額
（円）

年度
5人槽 7人槽 10人槽 合計
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また転換以外の単独処理浄化槽については、「家の取壊し」、または「公共下

水道への接続」により、直近 5年間（R2～R6※）平均で 327 基が廃止され、転

換分と合わせ 360 基の単独処理浄化槽が廃止されています。これは、前回計画

における単独処理浄化槽の年度目標廃止数（約 1,130 基）の 3 割程度であり、

目標値を大きく下回る状況となっています。 

   ※補助内容等が変更されたため、H28～R1 を平均から除外しました。 

 

表７- 単独処理浄化槽転換の廃止数 

 
*補助内容等が変更されたため、H28～R1 を平均から除外しました。 

 

 

 

② 市民に対する啓発活動 

広報や自治会へのパンフレットの配布など、単独処理浄化槽から合併処理浄

化槽への転換促進を図り、周知を行いました。 

また、既存単独処理浄化槽の故障や破損が転換のきっかけになることが多い

ことから浄化槽の維持管理についても周知・啓発を行いました。 

併せて、浄化槽に関する悪臭等の苦情が発生した地域に職員が向かい、対面

で浄化槽転換の補助制度の説明等を実施しました。   

単独処理

浄化槽基数 補助 補助以外

H28
（2016）

13,184 - 24 -

H29
（2017）

13,065 119 36 83

H30
（2018）

13,383 -318 43 -361

R1
（2019）

13,251 132 44 88

R2
（2020）

12,897 354 35 319

R3
（2021）

12,740 157 26 131

R4
（2022）

12,550 190 37 153

R5
（2023）

11,623 927 37 890

R6
（2024）

11,452 171 29 142

年平均*
（R2～R6）

－ 360 33 327

年度
昨年度からの廃止基数
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（３）目標未達の要因及び課題 

これまで、合併処理浄化槽転換への補助制度や広報・啓発を行ってきましたが、

合併処理浄化槽への転換が計画通りに進まない背景としては、以下のような要因

が考えられます。 

 

  ●経済的な負担の大きさ 

  ・浄化槽処理区域では、合併処理浄化槽への転換に対し、補助制度による経済

面での支援を行っていますが、不足分については自己資金で賄う必要がある

ため、経済的な理由から転換に踏み切れないことが考えられます。 

 

表７- 合併処理浄化槽転換における負担額の平均（令和６年度実績） 

 
※10 人槽は、申請件数 1 件のため実績値 

 

 

●単独処理浄化槽に対する問題意識の持ちにくさ 

  ・平成 30 年度以降の浄化槽処理区域における単独処理浄化槽・汲み取り人口

の増減率をみると、汲み取りは堅調に転換・廃止等による減少が進んでいま

すが、単独処理浄化槽ではほぼ横ばいとなっています。 

 

・その要因としては、汲み取りから水洗トイレへの転換については、臭いや衛

生面など、自身の住環境の改善に結びつきやすくなります。一方で、単独処

理浄化槽の場合、すでにトイレの水洗化は図られ、一定の住環境が保たれて

いるため、合併処理浄化槽への転換に積極的に取り組む理由に乏しいことが

考えられます。 

 

・一般的な浄化槽は地下に埋設されているため、利用者が浄化槽を認知しづら

く、外観からの故障や破損が判明しにくいことが転換に繋がらない理由とし

て考えられます。   

設置 処分 配管 金額（円） 割合

5 1,451,302 384,000 90,000 250,000 727,302 50.1%

7 1,918,068 462,000 90,000 250,000 1,116,068 58.2%

10 1,694,000 585,000 90,000 250,000 769,000 45.4%

平均工事費
（円）

人槽
補助金額（円） 個人負担
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第４節 計画の方針・目標 

生活排水の現状や前回計画の評価を踏まえ、今回計画の期間・目標等を以下の

とおり定めます。 

 

（１）計画期間 

令和 8 年度から、生活排水処理人口普及率 100％を目指す期間を新たな生活排

水処理基本計画の計画期間として設定します。 

また、中間目標年度を5年ごとに設定し、計画の進捗状況を検証するとともに、

必要に応じて見直しを行います。 

なお、埼玉県では、「埼玉県生活排水処理総合基本構想」において現行計画を見

直し中であり、生活排水処理人口普及率 100％を目指す計画期間を令和 8 年度～

令和 23 年度までとしています。 

 

 

 

 

 

   

H28～R6
2015～2024

R7
2025

R8
2026

R13
2031

R18
2036

R19～
2037～

初年度 中間年度 中間年度

現行計画（H28～R7）
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（2）生活排水の将来予測 

直近 5年間（令和 2年度～令和 6年度）の推移を踏まえ、現行の支援施策を継

続した場合の処理形態別人口の将来推計結果は、以下のとおりです。 

また、下水道を所管する課と連携し、必要があれば見直しを実施します。 

なお、推計値は算定した時期によっては他計画と差異が生じる場合があります。 

 

①市全体の将来推計結果 

市全体で集計すると、県の目標年度である令和 23 年度における未処理人口と

して、浄化槽処理区域の単独処理浄化槽人口 10,582 人が残存し、生活排水処理

人口普及率は 96.6％と推計されます。 

    

表７- 市全体の将来推計結果（直近 5年間実績に基づく） 

 

 

 

図７- 市全体の将来推計結果（直近 5年間実績に基づく） 

 

区域区分 処理形態 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

下水道処理人口 288,255 287,359 286,454 285,418 284,252 282,964 281,568 280,071 278,482

合併処理浄化槽人口 24,603 25,529 26,319 27,109 27,891 28,664 29,428 30,179 30,919

単独処理浄化槽人口 27,921 26,891 25,864 24,838 23,814 22,791 21,769 20,747 19,726

汲み取り人口 1,213 1,074 933 794 654 515 374 239 104

合計 341,992 340,853 339,570 338,159 336,611 334,934 333,139 331,236 329,231

312,858 312,888 312,773 312,527 312,143 311,628 310,996 310,250 309,401

91.5% 91.8% 92.1% 92.4% 92.7% 93.0% 93.4% 93.7% 94.0%

生活排水処理人口

生活排水処理普及率

市全体

区域区分 処理形態 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23

下水道処理人口 276,818 275,083 273,285 271,442 269,508 267,544 265,557 263,543 261,538

合併処理浄化槽人口 31,621 32,213 32,798 33,376 33,993 34,609 35,222 35,834 36,450

単独処理浄化槽人口 18,706 17,686 16,667 15,651 14,637 13,623 12,610 11,596 10,582

汲み取り人口 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 327,145 324,982 322,750 320,469 318,138 315,776 313,389 310,973 308,570

308,439 307,296 306,083 304,818 303,501 302,153 300,779 299,377 297,988

94.3% 94.6% 94.8% 95.1% 95.4% 95.7% 96.0% 96.3% 96.6%

生活排水処理人口

生活排水処理普及率

市全体



80 

② 浄化槽処理区域の将来推計結果 

浄化槽処理区域においては、現行の支援施策を継続した場合、汲み取り人口は、

令和 15 年度にゼロとなる推計です。単独処理浄化槽人口は、令和 23 年度におい

て 10,582 人残存し、生活排水処理人口普及率は 77.5％と推計されます。 

 

 

表７- 浄化槽処理区域の将来推計結果（直近 5年間実績に基づく） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７- 浄化槽処理区域の将来推計結果（直近 5年間実績に基づく） 

 

   

区分 処理形態別人口 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

合併処理浄化槽 24,300 25,114 25,935 26,758 27,574 28,382 29,182 29,973 30,754

単独処理浄化槽 27,815 26,801 25,788 24,774 23,760 22,747 21,733 20,719 19,705

汲み取り 1,186 1,051 915 780 645 510 374 239 104

合計 53,301 52,966 52,638 52,312 51,979 51,639 51,289 50,931 50,563

45.6% 47.4% 49.3% 51.2% 53.0% 55.0% 56.9% 58.9% 60.8%

浄化槽
処理
区域

生活排水処理人口普及率

区分 処理形態別人口 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23

合併処理浄化槽 31,497 32,129 32,755 33,376 33,993 34,609 35,222 35,834 36,450

単独処理浄化槽 18,692 17,678 16,664 15,651 14,637 13,623 12,610 11,596 10,582

汲み取り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 50,189 49,807 49,419 49,027 48,630 48,232 47,832 47,430 47,032

62.8% 64.5% 66.3% 68.1% 69.9% 71.8% 73.6% 75.6% 77.5%

浄化槽
処理
区域

生活排水処理人口普及率
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（3）計画目標の設定 

① 越谷市における生活排水処理人口普及率 100％の定義及び見通し 

越谷市では、生活排水処理人口普及率 100％達成することを、単独処理浄化槽

と汲み取りの利用者をゼロとする、つまり「単独処理浄化槽及び汲み取りの設置

基数をゼロにする」こととし、対策を進めることとします。 

 

現行の支援施策を継続する場合、直近 5年間の実績から年間 325 基の単独処理

浄化槽が減少することが予測され、目標達成年度は令和34年度と推計されます。 

また、支援策を行わなかった場合には、補助による年 33 基（令和 2～6年度平

均）の転換分を差し引いて、年 292 基の廃止が予測され、目標達成年度は、令和

37 年度と推計されます。 

なお、埼玉県の「埼玉県生活排水処理基本構想」に合わせた場合（令和 23 年度

に目標達成）、年度平均 524 基の単独処理浄化槽の廃止する推計です。 

 

 

 

 

図７- 浄化槽区域の単独処理浄化槽基数廃止見通し（直近 5年間実績に基づく） 
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② 将来目標の設定 

生活排水処理人口普及率 100％達成の見通しを踏まえ、将来目標を次のように

設定します。 

後述の施策などにより、単独処理浄化槽の転換・廃止を促進し、100％達成期間

を令和 34 年度からの短縮を目指し、最終年度を令和 28 年度とします。 

なお単独浄化槽の年度廃止目標は、約 404 基となります。 

 

 

 

図７- 新規目標に基づく単独処理浄化槽基数の廃止見通し（浄化槽処理区域） 

 

 

 

（４）越谷市における計画期間 

上記の推計から本計画の計画期間を令和 8年度から令和 28 年度までの 20 年間と

します。中間年度として、令和 13 年度、令和 18 年度、令和 23 年度を設定し、計画

の進捗状況を検証し、必要に応じて見直しを図ります。 

 

 

 

図７-８ 計画期間 
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（５）市内における生活排水処理人口普及率 

新たな将来目標における達成指標として中間年度及び最終年度の生活排水処

理人口普及率を次のとおり設定します。 

 

 

表７- 目標達成までの処理形態別人口・生活排水処理人口普及率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７- 目標達成までの処理形態別人口   

基準年度 最終年度

R6
（2024）

R13
（2031）

R18
（2036）

R23
（2041）

H28
（2046）

下水道処理人口 288,255 280,071 271,442 261,538 251,563

合併処理浄化槽 24,603 32,355 37,106 41,734 45,084

単独処理浄化槽 27,921 18,571 11,921 5,298 0

汲み取り 1,213 239 0 0 0

合計 341,992 331,236 320,469 308,570 296,647

312,858 312,426 308,548 303,272 296,647

91.5% 94.3% 96.3% 98.3% 100.0%

中間年度

市全域

生活排水処理人口

生活排水処理普及率

区域区分 処理形態
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第５節 実現に向けた取り組み 

(１)下水道の整備推進・接続 

公共下水道事業の完了を目指し、越谷市公共下水道全体計画及び事業計画に

基づき公共下水道の整備を進めるとともに、整備済み区域におけるに向けた普及

啓発を行います。 

 

(２)合併処理浄化槽への転換促進 

①補助制度の継続 

現行の合併浄化槽転換補助制度を継続し、浄化槽処理区域における転換に

対し、経済的な支援を行います。 

 

②市民に向けた情報提供の充実 

浄化槽の転換には個人の問題意識や意思が重要となるため、引き続き、広報

やホームページ等による啓発に努めていく必要があります。 

単独処理浄化槽使用者の多くを占める高齢世帯に向け、環境問題や転換を

支援する制度の紹介等をより分かりやすく、丁寧に情報発信します。 

 

③転換の動機づけ 

浄化槽の維持管理により、既存単独処理浄化槽の故障や破損が使用者に認知

されることが、合併処理浄化槽への転換の動機になることがあります。 

維持管理の実施率を向上させ、転換が必要なことを認知する機会を増やすこ

とで、合併処理浄化槽への転換促進を図ります。 

また、市が保有するデータを用いて、単独処理浄化槽の維持管理が不足して

いる、または転換が遅れている地域などを把握し、上記施策の効率化を図りま

す。 

 

   

下水道担当課と調整中 


